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第１章  序 論 

1.1 研究の背景と目的 

1.1.1 研究の背景 

東京地下鉄㈱（以下，東京メトロという）は首都圏に9路線，営業延長195.1㎞を

有している．旅客運輸人員は1日724万人（2016年度）であり，首都東京における交

通の大動脈である．図1-1-1に示すように路線営業延長の85％，166.7kmがトンネル

である１）．鉄道構造物全体の65％は経年40年を超えており，今後，様々な変状の発

生が懸念され，予防保全を含めた適切な維持管理を進めていく必要がある．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

地下鉄トンネルの維持管理として定期的に検査２）等を行っており，検査結果等か

らも漏水が多い区間はその他の変状も多い傾向３）がある．そして，河川に交差・近

接している区間に漏水を伴う変状が多いことがわかっている．実際，トンネル躯体

の一部がはく落する事象が時折発生している．無筋コンクリートが覆工主体の山岳

部のトンネルと異なり，都市部の地下鉄トンネルはほとんどが鉄筋コンクリート構

造物である．はく離・はく落は主に躯体中の鉄筋等の鋼材が中性化や塩害等により

腐食膨張し，被り部分のコンクリートが押し出されることにより発生している． 

図 1-1-1 東京メトロの構造物の種類・延長と割合 
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中性化については，近年行った経年 80 年以上の箱型トンネルにおける調査から，

漏水のない箇所は中性化が鉄筋位置まで到達しても 100 年以上先でもひび割れは

発生しないこと，漏水のある箇所は中性化の到達から 10 年程度でひび割れが発生

する可能性があることがわかっている．したがって，中性化はある程度進行してい

るものの，漏水が発生していない部分はコンクリート中の含水率が低いことから早

急に対策が必要な状態ではないことを確認している４）５）６）． 

一方，塩害については飛来塩分の影響がないトンネル内では発生しないと考えら

れていたが，近年，トンネルにおける塩害の被害が報告されるようになっており、

東京メトロでも同様な事例が報告されている７）．この報告などから，コンクリート

中の鉄筋腐食が始まるとされる腐食発生限界塩化物イオン量 1.2kg/ｍ3が含まれて

いるトンネル構造物が河川下を中心に存在しており，打音検査で濁音が確認される

箇所も多くあることがわかった．塩害による変状として，写真 1-1-1 および写真

1-1-2に示すように，鉄筋が剥き出しの状態の箇所もある．これらの箇所は塩害に

よる鉄筋の腐食により被りコンクリートのはく離・はく落が実際に発生しており，

標準的な工法による部分的な断面補

修で対応してきた．現在，直ちに大規

模な範囲で損傷が生じる状態ではな

いが，今後の塩化物イオンや水分の供

給状況，鉄筋の被り厚等の条件によっ

ては劣化が進み，トンネル本体に影響

することも考えられることから塩害

に対する抜本的な対策が必要になる

と考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-1-1 塩害状況 

（日比谷線・日本橋川潜函工法部） 

写真 1-1-2 塩害状況 

（東西線・隅田川潜函工法部） 

写真 1-1-3 再劣化した補修箇所 

（亀甲状のひび割れ，濁音を観測） 

（東西線・亀島川潜函工法部） 
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また，最近行った調査結果では，写真 1-1-3に示すように補修を実施した箇所で

も補修材のはく離・はく落等の再劣化が発生している事例７）があり，現在実施して

いる構築補修の方法ではトンネルの塩害に対して適切かどうか懸念された．さらに，

現時点では塩害による変状が認められないが塩分の浸透が考えられる区間に対し

ても，中長期的な予防保全として今後の塩害に対する維持管理をどのように実施し

ていけばいいのかを検討する必要もあり，体系だった調査を行い，対策方法を詳細

に検討し，地下鉄トンネルの塩害対策方針を定めることが求められていた． 

 

1.1.2 地下鉄トンネル覆工コンクリートの現状 

(1) トンネルの構造およびコンクリートの種別 

東京メトロ営業線構造物の 85％はトンネルであり，その内訳は箱型トンネル

60％とシールドトンネル 25％である．1927 年～1939 年に順次開業した東洋初の地

下鉄である銀座線はほとんどが箱型トンネルである．表 1-1-1に示すように銀座線

は現場練りのコンクリートが使用されているが，戦後建設され 1962 年に全線開業

した丸ノ内線以降，開削工法および潜函工法等によって建設されたトンネルにはレ

ディーミクストコンクリートが，東西線から採用されたシールドトンネルにはセグ

メントが使用されている．工場製品のセグメントを組み立てたシールドトンネルに

比べ，現場打設のレディーミクストコンクリートを用いた開削工法，潜函工法およ

びイコス工法によるトンネル（以下，箱型トンネルという）で補修が必要な変状が

多く発生していることがわかっている． 

なお，イコス工法とはベントナイト溶液を利用して地中を掘削し，その中に鉄筋

籠を建込み，コンクリートを打設してベントナイト溶液と置換して，地下に地中壁

を築造する連続地中壁工事の初期の工法である． 

 

 

 

表 1-1-1 各路線の建設年代・主な建設工法とコンクリートの基準強度 
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箱型トンネルに使用するコンクリート配合については，丸ノ内線建設当時の箱型

トンネルに使用するレディーミクストコンクリートの設計基準強度は21Ｎ/mm2（水

セメント比53～55％）が主に用いられていたが，1998年以降，24Ｎ/mm2（水セメン

ト比50％）に変更されている．また，水セメント比は53→55→50％，単位セメント

量は320→309→304㎏，骨材の最大寸法は砂利使用の25mmから砕石使用の20mmに変

更されている．表1-1-2に箱型トンネルのコンクリート配合の変遷を示す． 

 

 

年 代 
設計基
準強度 
（N/mm2） 

粗骨
材 

最大
寸法 
(mm) 

ス
ラ
ン
プ 
(cm) 

水セ
メン
ト比 
(%) 

空
気
量 
(%) 
 

コンクリート1㎥に用いる量(kg) 

使用区分 
セ
メ
ン
ト 

水 
細
骨
材 

粗
骨
材 

混和
剤 

～昭和57年（1982
年）9月 

21 25 
16
±
2.5 

53 
4±
1 

320 170 746 
109
2 

0.096 

壁中ホーム，鋼
管柱中埋，換気
口および縦型
ポンプ室（上床
版含む） 

昭和57年（1982年）
9月～平成10年
（1998年）10月 

21 25 18 55 4 309 170 809 
101
0 

0.773 

壁中ホーム，鋼
管柱中埋，換気
口および縦型
ポンプ室（上床
版含む） 

平成10年（1998年）
10月～ 

24 20 
15 
±
2.5 

55 
4.5
±
1.5 

304 167 794 
102
4 

0.76 

壁，上・中床版，
換気口，新線用
コンクリート
道床 

 

(2) コア採取によるコンクリート強度の確認 

営業線の箱型トンネルについて，コンクリートの状況を確認するために構造物か

ら337箇所のコアを採取し，コンクリートの圧縮強度試験を行った．その結果を表

1-1-3に示す．各路線ともばらつきが認められるものの，平均値はすべての路線に

おいて設計基準強度を大きく上回っており，コンクリートの強度は問題がないこと

が確認された． 

表 1-1-3 トンネル躯体の圧縮強度試験結果 

 

路線 試料数 

トンネル躯体の圧縮強度 

（Ｎ／mm2） 設計基準強度 

（Ｎ／mm2） 
平均 最大 最小 

銀座線 110 21．2 45．2 8．3 10 

丸ノ内線 120 35．5 63．2 14．3 21 

日比谷線 55 42．8 65．8 20．5 21 

東西線 78 44．9 61．2 25．8 21 

千代田線 4 28．4 41．4 20．1 21 

有楽町線 4 35．5 50．2 25．2 21 

半蔵門線 4 46．3 46．3 27．9 24 

南北線 4 48．3 48．3 28．1 24 

表 1-1-2 箱型トンネルのコンクリート配合

の変遷 
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(3) トンネルの塩害発生状況 

東京メトロで定期的に実施しているトンネルの検査結果を分析したところ，感潮

域河川下と交差・近接している区間は塩害による劣化で鉄筋が腐食し，コンクリー

ト躯体に浮きやはく落が発生している区間が多いことがわかった７）８）． 

その中でも漏水発生箇所付近に塩害の劣化箇所が集中していることが確認でき

た．はつり調査結果の一例を写真 1-1-4 に示す．断面欠損の明らかな著しい腐食で

ある腐食度 D（表 1-1-4）と判定される箇所である．漏水はコンクリート躯体の施

工不良部分やひび割れから発生しているケースと，施工目地部や支保工跡等から発

生しているケースに分類できる．表 1-1-5 に示している代表的な漏水箇所はいずれ

も塩害が発生していることが確認された． 

このように感潮域河川等から塩分が浸透し塩害が発生している可能性が高いこ

とから，本研究において具体的な地下鉄トンネルの塩分浸透メカニズムを把握する

ため，塩分の供給元，浸透ルート，影響範囲等の定量的な調査を行った． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-1-1 鉄筋の腐食状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1-1-4 鉄筋の腐食状況 

表 1-1-4 腐食度の定義９） 

（東西線・亀島川付近） （東西線・隅田川付近） 

 

 

 

腐食度 D 
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1.1.3 研究の目的 

鉄道事業者として列車の安全・安定運行を確保するために，土木構造物の安全性

（耐火性，安定性，耐疲労性を含む）を維持することは絶対であり，使用性（走行

性）・第三者影響度（コンクリート等の落下，騒音・振動）への対応もさらに向上

していくことが必要である．そのためにも定期的に計画，検査，判定，対策（補修・

補強）の PDCA サイクルを確実に回し，その記録と保管を行い，次への PDCA サイク

ルに活用することが重要である．さらに安全な地下鉄にするために一歩進んだ維持

管理としてコンクリートはく落等の事故をなくすこと，経年劣化に対する事前の対

応を行うなど，中長期的な予防保全を鉄道事業者は実施していかなければならない． 

本研究の目的は，地下鉄トンネルにおいて補修方法の定まっていない塩害に対し

て，体系だった調査を行い，対策範囲，対策方法を検討し，塩害対策方針を定め，

塩害対策工事の計画を策定することによって，地下鉄箱型トンネルの塩害について

調査，計画，補修方法，工事に至る一連の「地下鉄トンネル塩害対策システム」を

構築することである．そのため，東京メトロの箱型トンネルを対象に，塩害発生の

発生部位 側壁部 天井部 

躯体 

コンク

リート 

 

 

 

 

 

 

 

 

ひび割れ部からの漏水跡 ひび割れ部からの漏水跡 

施工目

地部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工目地から生じた漏水 

 

 

 

 

 

支保工跡および施工目地部からの漏水跡 

表 1-1-5 漏水の発生部位および状況（感潮域河川下付近） 
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図 1-2-1 研究の流れ 

メカニズムおよび塩害の影響範囲についての調査・分析，簡易な判定方法の考案，

試験施工等による対策補修方法の検討を実施し，地下鉄トンネルの塩害とその対策

について体系的に詳細な研究を行った． 

 

1.2 本研究のフロー 

本研究の進め方について，図 1-2-1 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地下鉄トンネルの塩害事例の調査と実態の把握 

研究目的の明確化 

研究事例の調査・分析 

塩害影響範囲の簡易判定方法の考案 

（硝酸銀溶液噴霧法） 

塩害対策方法の検討 

（条件に合った工法の組合せ） 

東京メトロの塩害対策方針 

（優先区間の選定・費用対効果） 

建設工法による地下鉄トンネル覆工コンクリート

への塩分浸透メカニズムの調査 

地下鉄トンネルの塩害対策システムの構築 

（地下鉄トンネルの塩害対策総合フロー） 

結論・今後の課題 

トンネル漏水による塩害検討区間の特定 



8 

 

1.3 論文の構成と内容  

以下に，本論文の構成を示す． 

第１章では，地下鉄トンネルとして東京メトロの箱型トンネルにおいて，定期検

査，個別検査および補修工事等の記録から，地下鉄トンネルの塩害の実態と地下鉄

トンネルの塩害についての問題点を述べる．次に，地下鉄トンネルの塩害発生メカ

ニズムと対策方法の体系的な研究の必要性と本研究の目的，本論文の構成について

述べる． 

第２章では，既往の研究について一般的なトンネル構造物の劣化についての研究

事例，塩害以外のトンネル覆工劣化の研究事例およびトンネル覆工の塩害の研究事

例について述べ，トンネル覆工の塩害調査と対策の重要性と，まだ研究されていな

い事項を示す． 

第３章では，地下鉄トンネルの塩分の供給源と考えられる感潮域河川等と地下鉄

トンネルにおいて塩害発生の可能性がある範囲を東京メトロのデータを基に調査

した結果を示す．トンネル漏水に含まれる塩化物イオン濃度から塩害検討区間を特

定できることを述べる． 

第４章では，東京メトロのデータを基に地下鉄トンネルの塩分浸透メカニズムを

調査した結果を述べる．トンネル漏水が内面からコンクリート内に浸透することで

塩害が発生すること，建設工法による漏水の有無や浸透の影響を調査した結果を述

べ，塩害対策はトンネル内面側の漏水箇所を優先することを述べる．  

第５章では，実際の対策補修を想定して面的な塩害影響範囲の簡易判定方法の考

案について述べる．具体的には，塩化物イオンが付着していれば硝酸銀溶液の噴霧

により白色に変化することを利用する．発色の閾値に対する妥当性を検証し，塩害

対策を行うにあたり安全側であることについて述べる． 

第６章では，地下鉄トンネルに適した塩害対策の補修方法について述べる．地下

鉄トンネルでの作業場所や作業時間等，保守に対する制約条件から，実施可能な複

数の補修工法を選定した．特に数種類組み合わせた場合の効果確認を試験によって

検証し，これらの結果から地下鉄トンネルの塩害対策工事に適した工法を採用した

ことについての内容を述べる．  

第７章では，東京メトロにおける塩害対策の優先度の考え方について述べる．対

象トンネルの構造種別，漏水の塩化物イオン濃度を基に，簡易的に塩害対策優先区

間の選定表を作成する．中長期的な塩害対策補修計画を策定し，その計画に基づい

て工事を実施していることとその効果等を述べる． 

第８章では，地下鉄トンネルの塩害対策システムについて述べる．本研究で得ら

れた知見から，一般の地下鉄事業者でも使用できるトンネル塩害対策の手順として，

塩害対策区間および塩害補修範囲の特定ができる「地下鉄トンネルの塩害対策シス

テム」の総合フローを構築したので，その内容を述べる． 

第９章では，本研究の結論と今後の課題を述べる． 
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図 1-3-1 本論文の構成 

 

本論文の構成について，図 1-3-1に示す． 
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第２章  既往の研究 

2.1 概 要 

トンネルの変状は，トンネルの維持管理上の重要な問題である． 

一般的にトンネルの変状と呼ばれているものとしては，ひび割れ，目地切れ，はく

離・はく落，変形・はらみ出し，漏水・有害水，材料劣化，鉄道における軌道狂い，

汚損，土砂流入，つらら・側氷などが挙げられる１）２）． 

表 2-1-1３）に鉄道トンネルの要求性能と性能項目の例を示す．維持管理では，こ

れらトンネルの変状に対して，トンネルの要求性能が保たれるように対策を行うこ

とが必要である．この対策としては，変状の原因に応じて，劣化・はく落対策工，

漏水・凍結対策工，外力対策工などが行われる． 

トンネルの変状の原因は，外力や環境による「外因」と呼ばれるものと，外因に

よる変状を促進させる「内因」と呼ばれるものに分類できる．トンネル変状の一般

的な「外因」と「内因」を図 2-1-1３），図 2-1-2３）に示す． 

山岳部のトンネルでは，土圧や地滑りなどの外因による変状事例が多く報告され

ており１），これらに対する研究が鉄道総研等で数多く行われてきた４）５）．一方，

都市部のトンネルでは，外力による変状事例は少なく，近接施工，地盤沈下による

ものがわずかに報告されている程度である６）７）８）．都市部のトンネルで問題にな

っているのは，主に中性化，塩害などの環境による材料劣化に起因する変状である

（図 2-1-3）９）． 

1990 年代，山陽新幹線の高架橋や団地ビルの早期劣化が問題になり，塩害，アル

カリ骨材反応や中性化(炭素化)の調査・研究が精力的に行われた 10）11）12）．しかし，

トンネル覆工についても調査は行われたと考えられるが公表されているものは少

ない． 

 

要求性能 性能項目 具体的な内容 

 

 

安全性 

① トンネル構造の安定性 トンネルが崩壊しないこと 

② 建築限界と覆工との離隔 建築限界を支障しないこと 

③ 路盤部の安定性 列車の安全な運行に支障するような路盤の隆起・沈下・移動が

生じないこと 

④ はく落に対する安全性 列車の安全な運行に支障するようなコンクリート片，補修材等

のはく落が生じないこと 

⑤ 漏水・凍結に対する安全性 列車の安全な運行に支障するような漏水，凍結が生じないこと 

使用性 ⑥ 漏水・凍結に対する使用性 漏水・凍結が坑内設備の機能に影響を及ぼさないこと 

⑦ 表面の汚れ 検査に著しく支障するような汚れがないこと 

⑧ 周辺環境に与える影響 周辺環境に有害な影響を与えないこと 

復旧性 ⑨ 災害時等の復旧性 復旧対策が必要となるような災害時の偶発的な作用を受けた

場合でもトンネルが崩壊せず性能回復が容易に行えること 

表 2-1-1 鉄道トンネルの要求性能と性能項目 3） 
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a) 塑性圧 

① 土圧       b) 偏圧・斜面クリープ 

② 地すべり     c) 地山の緩みによる鉛直圧 

③ 水圧 

④ 凍上圧            a) 地下空洞 

⑤ 地盤沈下          b) 支持力不足 

⑥ 地震              c) 圧密 

⑦ 近接施工 

⑧ 路面荷重の増加 

⑨ その他 

 

① 経年 

② 中性化 

③ 有害水 

④ 気温 

⑤ 塩分 

⑥ 煤煙 

⑦ 地下水環境の変化 

外因 外力 

環境 

 

① 材質不良       a) 材料分離 

① 打設不良              b) 打設時のひび割れ 

          （場所打ちコンクリート）    c)養生不良 

② 組立不良              d) 覆工【躯体】背面の空隙 

          （セグメント，ブロック等）  e) 打継目不良 

                                                f) かぶり不足 

① 構造不良              a) 巻圧不足 

② 防水不良              b) 鉄筋量の不足 

③  排水不良              c) 側壁直 

                      ④ 断熱不良              d) 抱きコンクリート不足・押さえ盛土不足 

                                                e) インバートなし 

内因 材料 

施工 

設計 

 

塩分含有地下水の漏水 

26% 

コンクリート中性化 

4% 

裏込注入不足・施工不良 

22% 
乾燥収縮 

14% 

止水工不良 

13% 

鉄筋かぶり不足 

圧密沈下・地盤沈下等 

10% 

11% 

図 2-1-1 トンネル変状の外因 3） 

図 2-1-2 トンネル変状の内因 3） 

図 2-1-3 都市部鉄道シールドトンネル変状の原因 9） 



13 

 

1999 年山陽新幹線福岡トンネルや北九州トンネルで覆工コンクリート(無筋)の

はく落事故が発生した．原因究明に調査が行われ，コールドジョイントや施工直後

のひび割れが長期間の漏水と温度変化の繰り返しおよび列車振動の影響で進展し

たことに起因していることが判明した（図 2-1-4,写真 2-1-1）13）14）．そして，鉄

道関係者において維持管理方法が議論され，現在行われている検査体系が国土交通

省により基準化された３）．これに伴い，2000 年以降，トンネル覆工コンクリート

の調査や研究事例が発表されるようになってきた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市トンネルのひとつである地下鉄トンネルは，鉄筋コンクリート構造物の箱型

トンネルとシールドトンネルがほとんどである．車両の安全・安定運行上の課題に

なっているのが，発生頻度が多い塩害や中性化による内部鉄筋の腐食を原因とする

被りコンクリートのはく落事故である．これらの事故に対してははく落箇所の補修

を行うとともに，定期的な検査において浮き・はく離箇所を発見して適切な処置を

行うことで対応しているのが現状である． 

写真 2-1-1 福岡トンネルはく落跡 14） 

図 2-1-4 福岡トンネルのはく落事故 14） 
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2.2 トンネル覆工の劣化についての研究 

塩害以外のトンネル覆工の劣化に関する既往の研究について述べる． 

2.2.1 酸 

 上田ら 15) 16)は，経年の長い鉄道山岳トンネルの覆工コンクリートを数多く調査

し，劣化の多くは覆工材料の侵食によるものであることを示した．その原因は蒸気

機関車の煤煙や酸性地下水等の酸による劣化，地下水に含まれる硫酸塩の作用によ

る劣化，補修材の中に含まれる成分に起因したソーマサイト硫酸塩による劣化，火

山灰や珪藻土などのセメント代用品使用に起因した劣化であることを明らかにし

た． 

 

2.2.2 中性化 

中性化については，高架橋や橋脚等の地上構造物の事例および研究発表は多数あ

るが，トンネル覆工についてのものは少ない． 

東京メトロでは，1987 年から各路線におけるトンネル覆工コンクリートの中性

化のデータを収集している 17）18）19）20）21）22）23）．これらを整理した結果，中性化

速度係数の平均が大きい路線は，一番古い開業後約 90 年経過した銀座線（建設年

代 1925 年～1938 年）で，有楽町線（建設年代 1951 年～1962 年），千代田線（建

設年代 1966 年～1978 年），丸ノ内線（建設年代 1951 年～1962 年），南北線（建

設年代 1986 年～2000 年），日比谷線（建設年代 1959 年～1964 年），半蔵門線

（建設年代 1973 年～1991 年），東西線（建設年代 1962 年～1969 年）の順にな

っていた．中性化深さの標準偏差値は，銀座線，千代田線，丸ノ内線，日比谷線，

東西線，半蔵門線，南北線，有楽町線の順になっている．常識的には古いものほど

中性化が進んでいるようであるが，その進行は必ずしも年代順にはなっていなかっ

た． 

 

 

変状パターン 

腐 食 

グレード 

現腐食量 

(mg/cm2) 

ひび割れ発生 

までの腐食量 

(mg/cm2) 

ひび割れ発生 

までの予測年数 

(year) 漏  水 
外観上 

の変状 

あ り 

含水率 3％以上 

損失腐食率 2.42 mg/cm2/year 

あり Ⅳ 96 50 － 96 = －46 既 に 発 生 レ ベ ル 

なし Ⅲ 32 50 － 32 =   18 18 / 2.42 ≒   7.4 年 

な し 

含水率 3％以下 

損失腐食率 0.242 mg/cm2/year 

あり Ⅱ 16 50 － 16 =   34 34 / 0.242 ≒ 140.5 年 

なし Ⅰ 0 50 －  0 =   50 50 / 0.242 ≒ 206.6 年 

表 2-2-1 東京メトロ銀座線の中性化による劣化予測結果 23） 
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中性化深さの実測値は場所によるばらつきが大きく，銀座線においても漏水がな

い場合は 100 年以上先でもひび割れは発生しないが，漏水のある場合は 10 年以内

にひび割れが発生する箇所もあると指摘されている（表 2-2-1）．また，予測値を

基に総合的に考えて中性化深さが鉄筋位置まで達すると予測されるのは，銀座線，

丸ノ内線，日比谷線の 1960 年代以前に建設されたトンネルである．コンクリート

の供給方法（発注者からの支給品）や品質管理の違いなどが原因であるのか，高度

成長時代に建設されたコンクリートの劣化が激しいとされている地上構造物とは

少し違った結果になっている．ただし，千代田線，有楽町線，半蔵門線，南北線は

データ数が少ないので，データ数を増やしてさらに検討する必要があると記述され

ている． 

松田ら 24）は，日本全国の外部環境に晒される 36 箇所の既設構造物の中性化深さ

について行った調査結果を報告しているが，この中に鉄道トンネル２箇所が含まれ

ている．測定位置は側壁コンクリートで，無筋覆工であるので中性化が直接耐久性

に影響するものではないとしながらも，経年 74 年のトンネル覆工コンクリートの

中性化深さは 40mm，逆に経年 92 年のトンネル覆工コンクリートについては 5mm

程度で，コンクリートの品質によるばらつきが大きいと報告している． 

石田ら 25）は，地下鉄における開削および潜函トンネルの鉄筋コンクリートを対

象として，構造物の実測データと劣化予測手法を組み合わせることで中性化による

鋼材腐食の進展を予測した．実構造物の鋼材腐食状況を調査して予測手法の妥当性

を検証しており，それらの結果に基づき，補修順位と対策実施時期を決定する維持

管理マネジメントシステムを提案している．  

牛田ら 26）27）は，日本全国の開削トンネルで実施された約 150 箇所の現場調査デ

ータを統計分析し，中性化速度係数値は 0.21~8.16mm/√年の範囲に分布しており，

中央値が 2.71 mm/√年としている．そして，地上構造物と比較して進行速度がや

や遅く，中性化深さは広く分布するとしている．また，全国の開削トンネルにおけ

る中性化に起因する経年とひび割れ発生割合の関係について，漏水がある箇所では

経年 20 年で 0~6％程度，経年 100 年で 16~21％程度であること，漏水がない箇所

では経年 100 年で 0~4％程度と少ないことがわかったと報告している． 

 

2.2.3 その他 

麻田ら 28）29）は，北陸地方（石川県，富山県，福井県）における道路用コンクリ

ート構造物のアルカリ骨材反応に関連した複合劣化を調査している．この中で石川

県の道路トンネル 120 箇所の調査を行い，①アルカリ骨材反応が発生したトンネル

の割合は 29％であること，②劣化範囲は降雨や日射，温度変化などの影響から坑

門と坑口付近であること，③アルカリ骨材反応で劣化したトンネルの補修対策とし

て行った表面被覆工は再劣化する場合がほとんどで，全面打ち換え工法の方が長期

的な維持管理として有利であったと報告している． 
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2.3 トンネル覆工の塩害についての研究 

塩害については，地上部におけるコンクリート構造物に関して，1970 年代半ば

に東北地方日本海沿岸部のコンクリート橋で鋼材位置に相当量の塩分浸透が生じ

ていることが把握され，波しぶきや潮風に含まれる塩化物イオンの浸透に起因する

鋼材腐食の発生が確認された．これを契機に広範囲で調査が行われ，1984 年に建

設省の道路橋課長通達「道路橋の塩害対策指針（案）」が，日本道路協会から「道

路橋の塩害対策指針（案）・同解説」30）が出版された．それ以降，建設省総合技術

開発プロジェクト「コンクリートの耐久性向上技術の開発（1985～87 年）」32）を

初めとして多くの塩害に関する研究が実施された結果，維持管理に有益なデータや

知見が蓄積されている 32）33）．地上部の鉄道コンクリート構造物に関しても，立地

環境が原因の塩害発生状況や対策実施などが報告されている 34）35）．しかし，飛来

塩分の影響が少ないトンネル覆工のコンクリートに関しては，日本では調査，研究

事例が少ないのが現状である． 

 

（1）海外における調査・研究事例 

海外では，いくつかの事例が紹介されている．香港の地下鉄海底トンネル（RC

中子型セグメント）では，海水が混合している地下水がボルト継手付近より漏水し，

漏水箇所における塩分の過度な付着によりコンクリートのはく離や鉄筋の腐食が

進行した事例（写真 2-3-1）が報告されている 36）．このトンネルでは，トンネル内

の温度が 26℃と高温であり，湿度が最高 90％程度で営業時間帯と終電後の時間帯

で生じる乾燥状態と湿潤状態の繰り返しにより塩害が進行したとされている．対策

としては，トンネル完成後 9 年で漏水の止水，塩害の可能性のある部分の除去，高

密度・低透過性の吹付けコンクリートで補修工事を 5年半かけて行ったと報告され

ている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2-3-1 香港地下鉄トンネルの塩害 36)  写真 2-3-2 エジプト道路トンネルの塩害 37) 
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エジプトのアハムド-ハムディトンネルは，スエズ運河下を通過する延長1,640m， 

掘削外径 11.6m の道路シールドトンネルである．セグメント背面の裏込注入が不十

分だったことと，セグメント継目の過大な目開き部から海水を含む多量の地下水が

トンネル坑内に流入したことから，トンネル完成の 2年後には深刻な塩害の被害が

発生していることが確認された 37）．調査では，海水の数倍の塩分を含んだ漏水が

急速に鉄筋を腐食させ，その膨張によりコンクリートセグメントを劣化させ，損傷

の範囲はセグメントの 65％にも及び，トンネルの強度は設計値の 50％にまで低下

していたことが判明した（写真 2-3-2）．そこで，完成 10 年後に塩害部分の除去と

主要部材として二次覆工を設置する大規模改修工事（図 2-3-1,写真 2-3-3）が行わ

れたことが報告されている．なお，セグメントからの漏水対策として二次覆工の外

側を導水タイプの防水シートで覆っている． 

Carola Edvardsen は，耐用年数 100 年で設計したスウェーデンのグリーンベル

トリンクトンネル(海底道路シールドトンネル)において 224 個の腐食センサーを

セグメント内部に取り付け（図 2-3-2，写真 2-3-4），塩害による鉄筋の腐食につ

いてモニタリング調査の結果を報告している 38）． 

図 2-3-1 エジプト道路トンネル大規模改修 37) 

写真 2-3-3 大規模改修工事状況 37) 
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（2）日本における調査・研究事例 

日本では，海底トンネル等の塩害についていくつかの報告がある． 

関門鉄道トンネルでは，経年 50 年時に７箇所からコアを採取して行った覆工の

品質に関する調査結果が江村ら 39）により報告されている．中性化や塩分の著しい

浸透は認められず，表層 1cm では塩分濃度が高い部分もあるが，深さ方向で低くな

り，現在も健全な状態にあると報告されている．  

山陽新幹線の新関門トンネルについては，漏水によるスラブ軌道の塩害について

亦野ら 40）や山根 41）らにより報告されている．このトンネルは全長 18km714m で，

そのうち 880m が海底部であり，軌道構造はトンネル全区間に亘りスラブ軌道とな

っている．海底部においては，塩分を含んだ漏水により開業後 2 年目くらいから，

スラブ上面や側面に甲羅状の亀裂や表面はく離が発生し，内部の鉄筋が腐食し始め

た．塩害を受けたスラブのコンクリートを分析した結果，「コンクリート中の塩化

物イオン濃度は，土木学会コンクリート標準示方書に示されている塩化物イオンの

許容値（0.3kg/m3）に対して十数倍となっていた」と報告されている．しかし，ト

ンネル覆工の塩害劣化状況については述べられていない． 

関門国道トンネルは 1958 年（昭和 33 年）に完成した 2 車線の海底トンネルであ

る．トンネル断面を図 2-3-3に示す．開通後の交通量の増加，車両の大型化および

海水の影響等により，鉄筋コンクリート床版や側壁にひび割れが発生し，鉄筋の腐

食およびそれに伴う被りコンクリートのはく離などの変状が認められたため，約

写真 2-3-4 セグメント鉄筋腐食センサー38) 

図 2-3-2 セグメント鉄筋腐食センサー38) 
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21 年経過した時点で海底部の 413m3 の打ち

替え工事が行われたことが報告されている
42）43）44）．しかし，関門国道トンネルの覆工

コンクリートについては，1978 年（昭和 53

年）の調査の結果では，水溶性塩素濃度は

最高で 0.6％であったが，コンクリートの圧

縮強度は約 500kg/cm2，超音波伝播速度は

4500m/s～5000m/s と大きく，しかも無筋コ

ンクリートであるため，今後も塩分浸透に

よるコンクリートの劣化の可能性は少ない

と判断されていた． 

 

 

 

宍戸ら 45）は，環状八号線羽田空港トンネルの塩害対策について報告している．

図 2-3-4に示すこのトンネルは，羽田空港の滑走路下に建設されたために周辺の軟

弱地盤と同様な沈下傾向を示すことが要求された．しかし，トンネル軸方向での沈

下量が一様でないため，トンネルは予想を超える不等沈下を起し，ひび割れ，漏水

などの変状が生じた．竣工後 15 年間にわたる動態観測の結果，不等沈下に対して

躯体は十分な耐力を有していることが明らかになった．鉄筋の腐食に関する調査で

は，中性化進行速度は小さく，鉄筋の腐食に至るまでに 150 年かかることが明らか

になった．しかし，漏水が生じていることから塩害はかなり進行していると予想さ

れた．そこで，腐食が進んでいると考えられる１ブロック（20m の施工スパン）と，

腐食がそれほど進んでいないと考えられる１ブロックを選定し，各ブロックにおけ

る自然電位，分極抵抗，電気抵抗の調査を行った．その調査結果から，鉄筋腐食が

進んでいると考えられる箇所（図 2-3-5 の赤で示す部分）と現場のひび割れ状況，

漏水状況との間に高い相関関係があることが明らかになった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-4  環状八号線羽田空港トンネルの断面 45) 

 

図 2.3.15 トンネル断面図 

図 2-3-3  関門国道トンネル 42) 
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図 2-3-5  漏水箇所と鉄筋の腐食程度の関係 45) 

 

吉本ら 46）は，供用年数が約 15 年～40 年の東京電力地中送電用シールドトンネル

（延長 14,275m）から 2,855 箇所を選び，鉄筋の腐食程度，ひび割れ，漏水などの

劣化現象を調査した結果を論文発表している．漏水は全体の 68.5％（1,956 箇所/2，

855 箇所）で発生しており，ほとんどの漏水は継手部からであった．何らかの鉄筋

腐食があるものは全体の 20.6％（587 箇所/2,855 箇所）で，そのうち補修が必要

な鉄筋腐食の発生箇所は全体の 0.7％（20 箇所）であった．これらの箇所について

詳細な劣化調査が行われ，調査対象として選定された 5 本のシールドトンネルのう

ち，3 本（A，B，C）のトンネルは海岸からの距離が 1km 以上離れており，漏水か

ら塩化物イオンが検出されなかった（内陸性環境）．2 本（D，E）のトンネルは海

岸からの距離が 1km 以内で，漏水にかなりの濃度の塩化物イオンが検出された（海

洋性環境）．D，Eのトンネルの漏水およびコンクリート表面析出物の塩化物イオン

濃度の値（表 2-3-1，表 2-3-2）から，地下水は海水の影響を受けていると考えら

れた．セグメントでは配力鉄筋や組立鉄筋が主鉄筋の外側に配置されているので，

被りとは配力鉄筋や組立鉄筋の純被りを示している．このため，ここで取り扱う鉄

筋の腐食とは配力鉄筋や組立鉄筋の腐食であり，主鉄筋はほぼ被害なしであった． 

鉄筋腐食グレードと被りとの関係を調べたところ（図 2-3-6，図 2-3-7），内陸性

環境では曲げひび割れがない場合で被りが 5mm 以下で腐食が顕著であった．また，

曲げひび割れがある場合でも被りが 20mm 以上あれば腐食は心配ないと考えられる．

海洋性環境の下では，曲げひび割れのない場合で被りが 12mm 以下，曲げひび割れ

のある場合で被りが 15mm 以下で腐食が顕著であった．漏水の有無と鉄筋腐食の明
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確な差異については認められなかった．これらの結果から，内陸性環境と海洋性環

境で鉄筋の腐食傾向に明確な差異が生じており，鉄筋の腐食に塩化物イオンが明確

に影響を与えているとしている． 

 

表 2-3-1 漏水塩化物イオン濃度分析結果 46）  表 2-3-2 表面塩化物イオン濃度分析結果 46） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-6  内陸性環境における鉄筋腐食グレードとかぶりの関係 46) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-7  海洋性環境における鉄筋腐食グレードとかぶりの関係 46) 

 

JR 東日本のシールドトンネルでも塩害対策工事が報告 47）されている．このトン

ネルは 1966 年～1972 年に建設された鉄道単線シールドトンネルで，外径 7,060mm

の RC および合成セグメントが使用されている．建設当時，地下水位はトンネル下

部に位置していたため，二次覆工を行わず供用が開始された．地下水汲み上げ規制

の強化に伴い，地下水位がトンネル天端まで回復し，1970 年代後半からトンネル

 

(a)曲げひび割れなし (ｂ)曲げひび割れあり 

(a)曲げひび割れなし (ｂ)曲げひび割れあり 
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内への漏水，レール腐食，セグメントの継手金物等の腐食など図 2-3-8に示すよう

なトンネルの変状が認められるようになった． 

調査の結果，セグメントコンクリートの中性化の進行は小さく，圧縮強度は設計

値を満足していることが明らかになった．漏水の水質は塩化物イオン濃度が高く，

海水の影響を受けており，セグメントボルトおよびセグメント表面鋼材に最大10％

程度の腐食が認められたが，トンネルは外力に対して所要の耐荷力を有しているこ

とが確認された．漏水に起因する鋼材腐食等によるトンネルの劣化進行，漏水に伴

うトンネル背面の土砂の流出により，トンネル周辺地盤の緩みおよび地上構造物へ

の影響を与える可能性が考えられたので，路線の重要度を考慮して，恒久的対策と

して二次覆工による対策が実施された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-8  シールドトンネル変状図 47)   

 

田辺ら 48）は，JR 東日本の臨海部シールドトンネルにおける塩害被害について報

告している．このトンネルの断面形状を図 2-3-9 に示す．セグメント区間（二次覆

工なし）が約 4km，二次覆工区間が約 3km で，途中に立坑が 7つあり，いずれも海

に面した河口部から 100m 以内に位置している．調査時には供用後 30 年以上経過し

ており，目視調査の結果，セグメント継目部分からの漏水，セグメント継目ボルト

や付帯設備（手すりやエキスパンドメタル）の腐食，排水溝の目詰まりなどが確認

された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-9 臨海部トンネル断面と測量位置 
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コンクリート表面における塩化物イオン濃度を測定した結果，90 度の位置（ス

プリング）で 0.07～3.16kg/m3，135 度の位置で 2.30～5.60kg/m3，180 度の位置（イ

ンバート）で 8.39～10.47kg/m3 が得られ，トンネル下部に行くほど表面の塩化物

イオン濃度は高くなっていることが確認できた．トンネル覆工に対して，コンクリ

ートコアを採取し，コンクリート内部の深さ方向の塩化物イオン濃度を測定した．

深さ方向の塩化物イオン濃度を，セグメント，二次覆工，路盤の構造別に図 2-3-10

から図 2-3-12 に示す．鉄筋位置における塩化物イオン濃度も，スプリングからイ

ンバートに向かうにつれて高くなり，発錆限界濃度を越える傾向が示された．図

2-3-11 の⑨，⑫においては，覆工背面側の濃度が高い．これはセグメントと二次

覆工の境界に漏水の水みちができて，二次覆工の背面から劣化因子が浸透している

ことによると考えられた．図 2-3-13 に路盤（①，⑧，⑬）における鉄筋近傍での

将来の塩化物イオン濃度の予測を示す．現状および将来において，濃度が発錆限界

濃度を超えており，酸素および水分が十分に供給されれば，鉄筋腐食が生じること

を示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-10セグメント塩化物イオン濃度 50)    図 2-3-11二次覆工塩化物イオン濃度 48) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-12  路盤部塩化物イオン濃度 50)  図 2-3-13  路盤部塩化物イオン濃度予測 48) 
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トンネル内外での飛来塩分量の測定を行い，付着した飛来塩分がすべてコンクリ

ート中に浸透したと仮定した時の飛来塩分の蓄積量と，コンクリート中の全塩化物

量との比較をスプリング部について行った．その結果は表 2-3-3 に示すとおりで，

セグメントにおいてはコンクリート中に含まれる全塩分量の 3.9％に過ぎず，また

二次覆工においても 4.3％に過ぎないことから，飛来塩分はトンネルの塩害にほと

んど寄与していないことがわかる．トンネル内の漏水の化学分析結果を表 2-3-4 に

示す．Na+量および Cl－量がともに海水の 1/3 程度となっており，漏水に海水が混じ

っていることが予想できる．すなわち，トンネル内において漏水箇所や，それが滞

留している排水溝等が塩化物イオンの供給源となり，この水が何らかの影響（風圧）

で飛散して付着したり，コンクリート自体の吸い上げ等が繰り返されて塩害が発生

したとしている． 

 

表 2-3-3  コンクリート中の全塩化物量に対する飛来塩分量の割合（90 度分）48) 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3-4  トンネル内漏水の化学分析結果 48) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東ら 49）は，横浜市地下鉄における臨海部の駅部立坑躯体壁（厚さ 1,000mm）で背

面の連壁部も含めて 1,400mm の長さのコアを採取して調査を行い，塩害で損傷を受

けた供用中の地下鉄構造物の耐久性向上対策についての報告を行っている．また，

小出ら 50）は，臨海部の横浜・関内間でのシールドセグメント（ダクタイル，合成

セグメント）の塩害補修補強工事について報告している． 

 牛田 26）27）らは，日本全国の開削トンネルで実施された約 150 箇所における現場

調査データの統計分析結果から，全国の開削トンネルにおける塩害は，感潮域河川

付近において，その進行速度は干満帯と S2 地域における飛来塩分の中間である特

徴を得ている．塩害に起因するトンネルの経年とひび割れ発生割合の関係について
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は，経年 20 年で 3〜18%程度，経年 100 年で 100%程度であることがわかったと報告

している． 

 

東京メトロでは，第 1 章で述べたような調査を 1987 年（昭和 62 年）から行なっ

ている 51）52）53）．また，塩害を受けた感潮域河川下のシールドトンネル二次巻き補

強工事（写真 2-3-5）について報告している 54）55）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2-3-5  塩害を受けた感潮河川下のシールドトンネルの二次巻き補強工事 54) 55) 

 

これら報告されている事例の多くはシールドトンネルについてであり，またほと

んどは覆工における塩害事例の調査結果を報告したものである．原因調査から，塩

害の発生メカニズム，影響範囲の特定，対策方法の検討に至る，総合的かつ体系的

に検討された研究が少ないのが現状である． 

 そこで，今回，塩害による劣化が多く見られる東京メトロの箱型トンネルを例に，

地下鉄トンネルの塩害について体系的な研究を行った． 
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第３章 塩害検討区間の特定 

3.1 河川等と交差・近接する区間 

東京メトロの路線において，塩分の侵入経路として海水および感潮域河川からト

ンネルへの漏水が原因と考え，塩害による劣化と考えられる変状が多く発生してい

る河川下および東京湾近郊を調査範囲とした．東京メトロのトンネルが河川等(河

川，埋立地，濠)と交差・近接している区間は図 3-1-1 に示すように 75 区間あり，

箱型トンネルが 49 箇所，シールドトンネルが 26 箇所である．その中でも建設年次

が古く，定期検査の結果等から変状（はく離・はく落），補修面積が大きい箱型ト

ンネル 49 箇所に対して塩害対策を検討することとした． 

 

 

 

 

3.2 トンネル漏水の塩化物イオン濃度 

トンネル躯体からの漏水に含まれる塩化物イオン濃度を把握するため，河川等と

交差・近接する 49 箇所の中から漏水の多い 21 箇所（表 3-2-1）を対象に漏水に含

まれる塩化物イオン濃度を測定した 1）．なお，現地での調査可能時間を勘案し，採

取する漏水量を必要最小限に留める必要があり，測定には極めて少量の漏水でも分

析可能な塩化物イオン濃度分析機器を用いて行った． 

調査を実施したトンネル 21 区間における漏水中の塩化物イオン濃度の結果を図

3-2-1に示す．各区間で漏水の塩化物イオン濃度が最も高い箇所と最も漏水が発生

している箇所（代表地点の値）を示している．漏水中の塩化物イオン濃度は地上部

図 3-1-1 河川等との交差・近接区間（シールド区間も含む） 
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の環境が大きく影響すると考え，感潮域河川下（Ⅰ），埋立地下（Ⅱ），非感潮域河

川下（Ⅲ），濠の下（Ⅳ），低地帯で河川埋立地下（Ⅴ）の５つの環境種別（表 3-2-2）

に分類することとした．  

 

 

No． 路線 線 キロ程 河川名
1 三越前駅　 　～　 神田駅 B 9ｋ637ｍ 竜開川
2 神田駅 　～　 末広町駅 B 10ｋ470ｍ 神田川
3 稲荷町駅 　～　 　田原町駅 B 13ｋ411ｍ 新堀
4 銀座駅 　～　 霞が関駅 B 10ｋ108ｍ 堀
5 赤坂見附駅 　～　 四ツ谷駅 B 13ｋ067ｍ 弁慶濠
6 上野駅 　～　 仲御徒町駅 Ａ 3ｋ991ｍ 小さい川
7 築地駅 　～　 東銀座駅 B 9ｋ255ｍ 築地川
8 広尾駅 　～　 　恵比寿駅 B 17ｋ264ｍ 渋谷川
9 茅場町駅 　～　 門前仲町駅 Ａ 13ｋ903ｍ 濱辺運河
10 門前仲町駅 　～　 木場駅 Ａ 14ｋ239ｍ 埋立地
11 落合駅 　～　 高田馬場駅 Ａ 3ｋ086ｍ 神田川
12 竹橋駅 　～　 　大手町駅 Ａ 10ｋ669ｍ 大手濠
13 茅場町駅 　～　 　門前仲町駅 B 12ｋ597ｍ 亀島川
14 千代田線 大手町駅 　～　 二重橋前駅 Ａ 13ｋ477ｍ 和田倉，馬場先濠
15 銀座一丁目駅 　～　 新富町駅 Ａ 20ｋ060ｍ 三十三間堀
16 新富町駅 　～　 月島駅 B 20ｋ718ｍ 築地川
17 月島駅 　～　 豊洲駅 Ａ 23ｋ133ｍ 埋立地
18 護国寺駅 　～　 江戸川橋駅 B 12ｋ828ｍ 神田橋
19 水天宮前駅 　～　 清澄白河駅 Ａ 11ｋ067ｍ 隅田川支流
20 九段下駅 　～　 神保町駅 B 7ｋ013ｍ 日本橋川
21 南北線 市ヶ谷駅 　～　 飯田橋駅 B 9ｋ919ｍ 外濠

有楽町線

半蔵門線

駅間

銀座線

丸ノ内線

日比谷線

東西線

 

 

       
 

 

 

 

 

 

 

表 3-2-1 箱型トンネ区間の漏水中の塩化物イオン濃度調査箇所 
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図 3-2-1 漏水中の塩化物イオンの濃度調査結果 

＊東京メトロは上・下線をＡ・Ｂ線と呼んでいる． 
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トンネル躯体に対する塩化物イオンの影響範囲を調べるために，調査した河川等

の直下以外に当該地点周辺で漏水が採取できた地点での塩化物イオン濃度をプロ

ットした測定結果を，環境種別ごとに図 3-2-3～図 3-2-7に示す． 

これらのデータは，図 3-2-2に示すように河川等の直下とそれ以外（範囲外）か

ら採取したものである． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-3 および図 3-2-4 に示すように，環境種別Ⅰ(感潮域河川下)およびⅡ(埋

立地下)に発生している漏水の塩化物イオン濃度は高い値である．特に環境種別Ⅰ

では河川下の直下で高く，その箇所は東京湾近郊の地点に集中している．図3-2-5，

図 3-2-6 および図 3-2-7 に示すように，環境種別Ⅲ（非感潮域河川下），Ⅳ（濠の

下），Ⅴ（低地帯で河川埋立地下）に発生している漏水は低い値であるものの，環

種別 河川等の環境種別 区間数 

Ⅰ 感潮域河川下 14 

Ⅱ 埋立地下 2 

Ⅲ 非感潮域河川下 5 

Ⅳ 濠の下 6 

Ⅴ 低地帯で河川埋立地下 22 

 計 49 

表 3-2-2 交差・近接する河川等の環境種別 

 

図 3-2-2 漏水採取位置のイメージ図 
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境種別Ⅴのうち東京湾近郊に位置する箇所では塩化物イオン濃度が比較的高い箇

所が認められた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-3 漏水中の塩化物イオン濃度 

  （Ⅰ：感潮域河川下) 

図 3-2-4 漏水中の塩化物イオン濃度 

（Ⅱ：埋立地下) 
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図 3-2-5 漏水中の塩化物イオン濃度 

（Ⅲ：非感潮域河川下) 

図 3-2-6 漏水中の塩化物イオン濃度 

（Ⅳ：濠の下) 
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これらの結果から環境種別ごとに河川等からの塩化物イオンの影響する範囲を

みると，塩化物イオン濃度の高い環境種別ⅠおよびⅡにおいて河川等の直下で塩化

物イオンは高い傾向を示しており，河川等の直下から 50m 以上離れれば塩化物イオ

ン濃度は極めて低くなる傾向を示していることがわかる（図 3-2-8）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-7 漏水中の塩化物イオン濃度（Ⅴ：低地帯で河川埋立地下) 

 

図 3-2-8 塩害検討区間の設定範囲（Ⅰ：感潮域河川下) 

 

塩害検討区間 
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したがって，河川等の境界から 50ｍを含んだ範囲を塩害に関して検討が必要な

塩害検討区間とする． 

 

また，河川水そのものの塩化物イオン濃度を調査したところ，図 3-2-9 に示すよ

うに東京湾近郊で最も高く，上流側へ遡るにつれて低くなっており，河口から 8km

程度上流で影響がなくなることがわかった．なお，東京湾等一般的な海水の塩化物

イオン濃度は約 19,000mg/L である． 

 

 
図 3-2-9 河口からの距離と河川中の塩化物イオン濃度 
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3.3 浸透流解析によるシミュレーション 

(1)検討の概要 

トンネル中における漏水の塩化物イオン濃度の測定結果から，河川等の境界から

50ｍ以上離れれば漏水中に塩化物イオン濃度が極めて低くなる傾向であることが

わかったが，一般的な地形やトンネルの土被り等の異なる条件でも同じような傾向

であるかを確認するために浸透流解析（地下密度流解析）によるシミュレーション

を行った１）２）．  

地下密度流解析とは，地下水中の塩水挙動を，①地下水流動および淡水と塩水の

密度差によって生じる移流と，②淡水への塩分の拡散で表現するものである．既往

の研究３）４) ５）では，海岸地域の地下水（淡水）への海水侵入（塩水くさび現象と

呼ばれる：図3-3-1 a））を対象とするものが多くみられ，密度勾配を考慮したダ

ルシー則と移流拡散方程式を連成させた有限要素解析手法が構築されている６)． 

 ただし，本研究の対象である感潮域河川からの塩水浸透とトンネル位置での塩化

物イオン濃度の分布（図3-3-1 b））を，現場の調査結果とともにシミュレーショ

ンした研究事例はみられない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)解析方法 

解析対象は塩化物イオン濃度が高い環境種別Ⅰ（感潮域河川下）とした．図3-3-2

に示すように，解析モデルは上面中央に塩化物イオンの供給元である感潮域河川幅

40mを，深度20m７）に第一

不透水層の地盤幅450mを

設定した．感潮域河川位置

には濃度1.0の固定境界条

件を与え，解析後に海水の

塩 化 物 イ オ ン 濃 度

19,000mg/Lを乗じて，各

位置の塩化物イオン濃度

の分布を求めた． 

図 3-3-2 解析モデルのイメージ

図 

 

淡水 塩水

感潮河川 

淡水塩水

不透水層

海部 陸部

ａ）塩水くさび ｂ）本研究の対象 

図 3-3-1 地下水（淡水）への塩水侵入のイメージ図 

 

L=450m

H
=
2
0
m

感潮河川40m
開削ﾄﾝﾈﾙ（ﾓﾃﾞﾙ化しない）

第1不透水層

濃度=1濃度=0 濃度=0

流量=0.076m/年※ 流量=0.076m/年※

※Case2のみ

第一不透水層 
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また，感潮域河川外の地表面からは降雨などにより塩化物イオン濃度が薄まるこ

とが想定されるため，表3-3-1に示すように雨水の浸透条件が異なる2ケースを設定

した．東京都千代田区大手町の観測資料（1981年～2010年の30年間での平均値）を

取りまとめた資料によれば，東京の年降水量は1528.8mm８）であり，CASE2の地表面

から地盤への雨水の浸透量については雨水の浸透量が最小になるように流出係数

を0.95として，1.5288m/年×(1-0.95)＝0.076m/年とした． 

なお，解析コードには岡山大学西垣教授らが公開しているオイラリアン-ラグラ

ンジアン法（EL法）２次元浸透流解析プログラム、Dtransu-2D・EL９）10）を用いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 解析に用いる地盤物性値を表3-3-2に示す．浸透流解析で東京近郊の砂質土相当

の地盤を想定して，関東全域を調査した文献７）より物性値を定めた．また，移流拡

散解析の縦および横分散長とは，拡散係数と地下水流との比例定数である．室内実

験では数㎝程度となることが知られているが，一方で観測精度や地盤の不均一性の

問題から，観測規模に応じて大きく設定する必要があることも知られている11）．そ

こで，縦分散長にはBeimsの観測規模100m（調査結果で得られたトンネル片側の塩

害影響範囲の2倍）の値12）を用い，横分散長は既往文献13）の範囲の中で安全側とし

水平方向の濃度分布が最大となる横分散長/縦分散長＝1/3とした． 

 

 

浸 

透 

流 

透水係数 k(m/sec) 1.0×10-5 文献 10)を引用 

比貯留係数 Ss(m-1) 1.0×10-3 

文献 11)を引用 
有効間隙率 θ 0.25 

移 

流 

拡 

散 

塩水の比重 1.025 

縦分散長 αL(m) 3.0 
Beims の観測規模

100m の値 12) 

横分散長 αR(m) 1.0 αR/αL=1/3  12) 

 

Case1 
感潮域河川外の地表面の塩分濃度を0とし，地表面から地

盤への雨水の浸透は考慮しない． 

Case2 

感潮域河川外の地表面の塩分濃度を0とし，東京の年降雨

量，路面（舗装）の流出係数に基づき，地表面から地盤

への雨水の浸透を考慮する． 

表 3-3-1 解析ケース 

表 3-3-2 解析に用いる地盤物性値 
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(3)解析結果 

雨水の浸透がないCASE1について，解析モデル全域における塩化物イオン濃度分

布の経時変化を図3-3-3に，解析モデル中心付近（水平方向に約80mの区間）におけ

る地下水の流向分布の経時変化を図3-3-4に示す．初期はElder問題12）と同様に河川

域河川両端で下降流，中央で上昇流が生じて，感潮域河川両端直下の塩化物イオン

濃度が上昇する分布を示すが，時間の経過とともに，感潮域河川中央に下降流が発

生する地下水の流向分布に遷移し，深度方向にくびれた塩化物イオン濃度分布にな

る結果となった．なお，雨水の浸透があるCASE2も同様な傾向を示した． 

また，浅い深度では塩化物イオン濃度の移流拡散の水平距離はほぼ一定であるが，

第一不透水層との境界では広がり続けることがわかる．そのため，トンネルと第一

不透水層の位置関係によっては，塩化物を含む漏水が発生する範囲は異なり，トン

ネルが第一不透水層に近い場合には経年とともにその範囲が広がるものと考えら

れる． 

 感潮河川
10年後

不透水層  

 感潮河川

不透水層

30年後

 

 感潮河川

不透水層

50年後

 

 感潮河川

不透水層

70年後

 

 

 感潮河川

不透水層

100年後

L=450m

広がり続ける

ほぼ一定幅になる

 

 0 19000
単位：mg/L

 図 3-3-3 塩化物イオン濃度分布の経時変化 

（CASE1：地表面からの雨水の浸透を考慮しない場合） 

＊水平方向のスケールは 1/2 倍 
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 10年後 感潮河川 L2=40m

不透水層

下降流

上昇流 水平流水平流

 

 

 30年後 感潮河川 L2=40m

不透水層

下降流

上昇流
水平流水平流

 

 30年後 感潮河川 L2=40m

不透水層

下降流 水平流水平流

 

 50年後 感潮河川 L2=40m

不透水層

下降流
水平流水平流

 

 

 100年後 感潮河川 L2=40m

不透水層

L≒80m

下降流 水平流水平流

 

 

 

 

図 3-3-4 地下水の流向分布の経時変化 

（CASE1：地表面からの雨水の浸透を考慮しない場合） 
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 環境種別Ⅰ（感潮域河川下）にある4路線の土被りは，銀座線が約1m，東西線，

有楽町線，半蔵門線が約3mであり，深度3mにおける河川境界からの距離と濃度分布

の経時変化の関係を図3-3-5（CASE1），図3-3-6（CASE2）に示した．深度3mでは概

ね100年で河川境界の外側は移流拡散が落着く傾向にあることがわかる．深度1mで

も同様の傾向を示しており，今回対象とする区間では100年後の解析結果を用いて

調査結果と比較する． 

 また，CASE1よりもCASE2の方が河川外の塩化物イオン濃度が低いことがわかる．

このことから，地表面から地盤への雨水の浸透量を考慮する方が塩化物イオン濃度

は低く算出されるため，この浸透水量が最小となるように設定した今回の解析条件

は，塩害影響範囲を検討する上で安全側となっていることがわかる． 
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図 3-3-5 深度 3m の塩化物イオン濃度分布の経時変化 

（CASE1：地表面からの雨水の浸透を考慮しない場合） 

図 3-3-6 深度 3m の塩化物イオン濃度分布の経時変化 

（CASE2：地表面からの雨水の浸透を考慮する場合） 
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(4)解析結果と調査結果の比較 

 感潮域河川下において，深度1mと3mで塩化物イオン濃度分布が落ち着く100年後

の解析結果と調査結果を図3-3-7（CASE1）および図3-3-8（CASE2）で比較した．こ

の結果，簡易な2次元の解析モデルを用いたものの，東西線（深度3m），銀座線（深

度1m）はCASE1の解析値，半蔵門線（深度3m）はCASE2の解析値が，測定した塩化物

イオン濃度の分布と概ね同傾向を示していることがわかる．解析的にも河川境界か

ら遠ざかるにつれて，測定結果と同様に塩化物イオン濃度が低下することを確認す

ることができ，塩化物イオン濃度の測定結果から設定した塩害検討区間は妥当性が

あるものと考えられる． 

 さらに，解析結果からは地表面からの雨水の浸透の影響が大きいことがわかる．

都心部では地下に雨水管等が整備され，実際の地盤への浸透量を正確に把握するの

は困難であるが，地表面からの雨水の浸透量を小さく設定することが安全側の条件

設定となることがわかった． 

 雨水の浸透量を考慮しないCASE1について，深度と塩化物イオン濃度の分布の関

係を図3-3-9に示した．この図からも深度が深くなるにつれ，影響範囲は広くなる

ことがわかる．安全側に条件設定しているため，解析値は実際より広い範囲である

ことが想定されるが，実際の状況を把握する目安となるものと考えられる． 
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図 3-3-7 計測結果と解析結果の比較 

（CASE1：地表面からの雨水の浸透を考慮しない場合） 
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図 3-3-8 計測結果と解析結果の比較 

（CASE2：地表面からの雨水の浸透を考慮する場合） 

 

図 3-3-9 深度と塩化物イオン濃度との関係 

（CASE1：地表面からの雨水の浸透を考慮しない場合） 

 



44 

 

 

3.4 まとめ 

地下鉄トンネルにおける塩害を検討する範囲を設定するためとして，河川等と交

差・近接する区間について漏水中の塩化物イオン濃度の調査を行った．塩化物イオ

ン濃度の測定結果を基に，地上部の状況から感潮域河川下等を 5つの環境種別に分

類した． 感潮域河川下および東京湾近郊におけるトンネルの漏水は塩化物イオン

濃度が高いこと，これらの漏水は河川等の境界より 50m を超えると塩化物イオン濃

度の影響は極めて低い傾向であることがわかった．河川等（河川，埋立地，濠）の

交差・近接する区間で河川境界より 50m の範囲を含んだ区間を塩害に対して検討し

ていく範囲として，塩害検討区間の特定を行った． 
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第４章  地下鉄トンネルの塩分浸透メカニズムの調査 

4.1 コンクリート中の塩化物イオン濃度の分布 

感潮域河川下にある箱型トンネルにおける塩害を調査するため，トンネル躯体コ

ンクリートの側壁において，漏水のある 103 箇所からドリル法を用いて表面から深

さ 15mm，45mm，75mm の資料を採取し，含有する塩化物イオン濃度を測定した（図

4-1-1(1)）．トンネル内側の表面（以下，トンネル内面という）からの深さと 103

箇所の濃度を平均した塩化物イオン濃度の関係を図 4-1-1(2)に示している．なお，

実測により求めた鉄筋位置を点線で，腐食発生限界塩化物イオン濃度 1.2kg/m3を実

線で表している． 

この結果から，トンネル内面近傍では内面で塩化物イオン濃度が高く，内部に入

るほど低下していることがわかり，コンクリート内面側から塩化物イオンが浸透し

ていると想定できる． 
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 図 4-1-1(2) コンクリートの塩化物イオン濃度の平均値（感潮域河川下） 

図 4-1-1(1) コンクリートの塩化物イオン濃度の分布（感潮域河川下） 

内面側高い 

内部側低い 
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4.2 塩化物イオンの浸透経路 

箱型トンネルでは建設工法による防水工の有無が漏水の発生に影響すると考え

られるため，東京メトロで採用された開削工法，イコス工法，潜函工法について塩

化物イオンの浸透経路を調査した． 

 

4.2.1 箱型トンネルの建設工法 

(1)開削工法 

開削工法は地表面から土留めと支保工を施工しながら掘り下げて，所定の位置に

トンネルを築造した後，埋め戻して地表面を復旧する工法である（図 4-2-1，写真

4-2-1）．地下鉄を道路下に建設する場合の標準的な工法である．断面の大きいシー

ルドトンネルの技術が確立されていない千代田線まではほとんどがこの工法であ

り，比較的浅い部分の建設には有効である．開削工法のトンネルでは，漏水防止を

目的に 1975 年頃まではトンネルの外周部に溶融アスファルトによる防水工を，

1975 年以降は合成高分子材料を用いたシートによる防水工を実施している．アス

ファルト防水の標準的な構成を図 4-2-2 に示す．アスファルト防水は溶解されたア

スファルトと防水布類を交互に接着しながら数層を積み重ね，トンネルの外側を被

覆し，防水層を構成して防水効果を持たせるものである． 

 

 
図 4-2-1 開削工法における標準断面図 
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(2)イコス工法 

イコス工法とは，イタリアのイコス社（ Impresa Construjioni Opere 

Specializzafe Process）が開発した杭や地下壁を造る方法で，土砂内に浸透する

と土砂を安定させる性質を持つベントナイト溶液の特徴を利用して掘削し，鉄筋籠

を挿入後，コンクリートを打設して構造物を築造する工法である．イコス工法の掘

削状況を写真 4-2-2に，鉄筋籠の建込み状況を写真 4-2-3 に，イコス工法による側

壁の施工順序（横断面）を図 4-2-3 に示す． 

 

図 4-4-2 開削工法のアスファルト防水の構成 

写真 4-2-1 開削工法の掘削状況 
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図 4-2-3 イコス工法による側壁の施工順序（横断面） 

写真 4-2-3 イコス工法の鉄筋籠の 

建込み状況 

写真 4-2-2 イコス工法の掘削状況 

（クラムシェル・バケット使用） 
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(3)潜函工法 

潜函工法とは，鉄筋コンクリート製の函（トンネル

の躯体）を地上で築造し，躯体下部に気密な作業室を

設け，この作業室内で底部の土砂を掘削・排土するこ

とにより，躯体を所定の深さまで沈下させてトンネル

を築造する工法である．作業室内に圧縮空気を送り込

む装置を設けているため，作業室内の気圧を地下水圧

に見合った高い状態にすることにより，作業室内への

水や泥の流入を防止し，地上と同じ乾いた状態での掘

削が可能になる．作業室内で所定の掘削が終了すると，

潜函は自重により逐次沈下する．潜函を所定の深さま

で沈下させた後，作業室内には中埋めコンクリートを

充填する．潜函工法の躯体構造と沈設の状況を図4-2-4

に，潜函掘削標準断面図を図 4-2-5 と図 4-2-6 に，河

川中央部の潜函工事状況を写真 4-2-4に示す． 

これらのトンネルを建設した当時は，河川を仮締切

して開削トンネルを設置するのが技術的に難しく，

またシールド工法も一般的でなかったために河川

部の横断では潜函工法がしばしば用いられた． 

 

 

 

 

図 4-2-4 潜函工法の躯体構造と 

沈設の状況 

図 4-2-5 路下式潜函掘削標準断面図 図 4-2-6 路上式潜函掘削標準断面図 
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図-10 トンネル側壁のコア採取位置 
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以上から，開削工法のトンネルはトンネル構築の外周すべてに防水層を施工して

いるが，潜函工法およびイコス工法のトンネルについては施工法の制約から側壁等，

防水工を実施できない箇所がある．ただし，これからの施工法を用いて建設したの

は昭和 50 年以前のものであり，現在は漏水に対する対策も施されて施工精度が上

がっており，施工法が漏水の多さに直接関係しているとは限らない． 

 

4.2.2 塩化物イオンの浸透経路 

トンネル躯体におけるコンクリート内部への塩化物イオン浸透経路の影響を調

査するため，潜函工法，イコス工法，開削工法の 3 工法によって建設されたトンネ

ル区間の側壁から，図 4-2-7および図 4-2-8に示すように地山側の背面近くまで達

する長尺コアを 7 本採取した．コア 1 本ごとにトンネル内面側，トンネル内面側

1/4 地点，中央部，地山側 1/4 地点，地山側の 5 試料を切り出して塩化物イオン濃

度を測定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 4-2-4 河川中央部潜函工事状況 

図 4-2-7 トンネル側壁のコア採取位置 
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潜函工法，イコス工法，開削工法によって建設されたトンネル区間の側壁部のコ

ア採取位置とその位置の写真を，図 4-2-9，図 4-2-10，図 4-2-11に示す． 
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図 4-2-8 採取コアの塩化物イオン測定位置 

図 4-2-9 コア採取位置（潜函工法・東西線隅田川横断部） 

図 4-2-10 コア採取位置（イコス工法・東西線亀島川横断部） 
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表 4-2-1に，潜函工法，イコス工法，開削工法で建設されたトンネル側壁の内面

側，トンネル内面側 1/4 地点，中央部，地山側 1/4 地点，地山側における塩化物イ

オン濃度の測定結果を示す． 

 

 

工法 部位 
塩化物イオン濃度 （Kg/m３） 

内面側 内面側１/4 中央部 地山側 1/4 地山側 

潜函 

躯体の目地部近傍 11.77 1.03 1.45 1.32 1.94 

躯体の中央部 4.20 0 0 0 0.79 

継手の目地部近傍 0.29 0.48 0.46 0.55 0.68 

継手の中央部 20.83 0.33 0.24 0.31 0.48 

イコス 
継手の目地部近傍 1.63 0.73 0.07 0.07 3.19 

継手の中央部 0.18 0 0 0 0.02 

開削 躯体 0.29 0 0 0 0 

 

(1) 潜函工法のトンネル 

潜函工法のトンネルにおける塩化物イオン濃度の分布を図4-2-12に示す．躯体の

中央部（▲）はトンネル内面で4.20 kg/m3と高く内部は0.00 kg/m3を，地山側で0.79 

kg/m3を示している．継手の中央部（△）は，トンネル内面で非常に高い値20.83 kg/m3

を，内部に入るにつれて急激に低下して0.24～0.48 kg/m3である．躯体の目地部近

傍（●）はトンネル内面で11.77 kg/m3を，内部も1.03～1.94 kg/m3と高い値である．

継手の目地部近傍（○）はすべての深さで0.29～0.68 kg/m3を示している． 

継手の目地部近傍（○）以外はトンネル内面の塩化物イオン濃度が腐食発生限界

塩化物イオン濃度値1.2 kg/m3を超えており，塩分を含んだ漏水がトンネル内面側

から浸透し，乾湿の繰り返しで凝縮して高い値になったと考えられる．すべてのコ

アで内部に比べて地山側の塩化物イオン濃度はわずかであるが高い値を示してい

表 4-2-1 長尺コア採取の塩化物イオン濃度測定結果 

図 4-2-11 コア採取位置（開削工法・日比谷線神田川横断部） 
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ることから，地山側からも浸透していると考えられる．また，躯体の目地部近傍（●）

は内部も腐食発生限界塩化物イオン濃度値1.2 kg/m3をほぼ超えており，トンネル

内面からの浸透に加え目地部からの浸透の可能性も考えられる．潜函工法はトンネ

ルの躯体を沈下させ，その後にトンネル間の接続部を地盤改良等の補助工法を用い

て開削工法で施工する．潜函工法を用いる区間は一般的に地盤が悪いため，当時の

技術では接続部の十分な施工ができず，目地部のひび割れからの漏水が多く，その

影響で塩化物イオン濃度が高くなったと考えられる． 

これらの結果から，潜函工法のトンネルは躯体および継手とも，塩化物イオンの

ほとんどはトンネル内面側から浸透していることがわかる．また，目地部からの漏

水が多い場合はその近傍の内部も塩化物イオン濃度が高いと考えられる．建設当時

は，河川横断部など技術的に難しく，接続部の防水層が十分でなく止水工ができず，

漏水の多い区間が発生したと考えられる． 
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(2) イコス工法のトンネル 

イコス工法のトンネルにおける塩化物イオン濃度の分布を図 4-2-13 に示す．継

手の目地部近傍（○）は，トンネル内面で 1.63kg/㎥，地山側で 3.19kg/㎥，それ

以外の深さは 0.07～0.73 ㎏/㎥である．継手の中央部（△）は内面で 0.18 kg/㎥，

それ以外は 0.00 ㎏/㎥を示している．目地部近傍では，トンネル内面側，地山側か

ら塩化物イオンが浸透しているとともに，目地部からの浸透もしている可能性が高

いことがわかる．イコス工法もコンクリート壁背面の地山との間に防水層の施工が

できず，また建設当時は開発当初の工法で泥水管理の技術が十分でなく，地山や継

目境界部の品質が悪かったため，漏水が多く塩化物イオン濃度が高くなったと考え

られる． 

図 4-2-12 潜函工法のトンネルにおける塩化物イオン濃度の分布 

 

1.2 ㎏/㎥ 
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(3)開削工法のトンネル 

開削工法のトンネルにおける塩化物イオン濃度分布を図4-2-14に示す．躯体（△）

はトンネル内面側のみ0.29kg/㎥を示し，内部はすべて0.00 kg/m3である．開削工

法は地山側に防水層を設けており，地山側からの浸透は防水層の効果で抑制され，

塩化物イオンはトンネル内面側のみから浸透していることがわかる． 
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図 4-2-13 イコス工法のトンネルにおける 塩化物イオン濃度の分布 

図 4-2-14 開削工法のトンネルにおける塩化物イオン濃度の分布 
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4.3 まとめ 

感潮域河川下にあるトンネル躯体の側

壁部におけるコンクリート中の塩化物イ

オン濃度の分布を測定するとともに，建

設工法の違いによる防水工の有無に着目

して工法ごとに長尺コア採取によってコ

ンクリート内部の塩化物イオン濃度を測

定した． 

その結果から，以下のことがわかった． 

・ 地下鉄トンネルの内面側と地山側で

は，内面側の方が塩化物イオン濃度は

高い傾向にある． 

・ 塩分供給経路はトンネル内の漏水に含

まれている塩化物イオンがトンネル内

面側からコンクリート内部に浸透して

いる（図 4-3-1）． 

・ 建設方向による違いでも傾向は同じであるが，施工上から防水層がなく漏水の

多い潜函方向やイコス工法では内面側の塩化物イオン濃度は非常に高い傾向で

ある． 

したがって，トンネルにおける塩害対策はトンネル内面の漏水箇所に対して補修

を実施することが重要であると考えた． 

今回，塩害対策を内面側だけ行う理由として，地山側には地下水が存在してコン

クリート内への浸透が考えられるが，鉄筋が腐食するには酸素の存在が不可欠であ

り，地下水内の酸素拡散は内面側に比べて非常に遅いこと１）がわかっている．この

ことから，地山側では内面側よりも鋼材の腐食は進行しにくいを考えられるので，

トンネル内面の漏水箇所における対策を優先することとした． 

 

 

 

 

 

 

 

【第４章 参考文献】 

１） 小林豊治：コンクリート中の鋼材と腐食機構，コンクリート工学，Vol.19，

No.3，1981.3． 

 

図 4-3-1 コンクリート内面 

からの浸透イメージ 
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第５章  塩害影響範囲の簡易判定方法の考案 

5.1 漏水に含まれる塩化物イオンの影響範囲 

トンネルにおける塩害は，塩化物イオンを含んだ漏水がトンネル内面側からコン

クリート内部に浸透していることはこれまでの調査から判明した．対策を実施する

にあたり，漏水および漏水跡の箇所だけを補修すればいいのか判断するために，塩

化物イオンの面的な影響範囲を調査する必要があった． 

漏水に含まれる塩化物イオンのコンクリート壁への面的な影響範囲を調べるた

め，漏水中の塩化物イオンが高い区間のトンネル側壁部において，①漏水跡の箇所，

漏水跡の箇所から②300mm，③660mm，④1000mm 離れた計 4 箇所でコアを採取し，

トンネル内面側から深さ方向の塩化物イオン濃度を５箇所（塩分試料スライス幅

20mm）調査した．調査位置を写真 5-1-1 および図 5-1-1に示す． 

 

 

1m 

 
 

 

 

 

写真 5-1-1 コア採取箇所の外観（東西線 亀島川） 

図 5-1-1 コア採取の位置 
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調査結果から，図 5-1-2 に示すように漏水跡の箇所で採取したコア①の塩化物イ

オン濃度は表層部で 11.0kg/m3であり，表層から深さ 90mm の位置でも 1.9kg/m3で

あった．漏水跡の箇所から 300 ㎜離れた位置から採取したコア②における塩化物イ

オン濃度は表層部 3.6kg/m3であり，コア①の同位置と比較して著しく低くなってい

た．また，コア②の内部およびコア③，④における塩化物イオン濃度は最大でも

0.5kg/m3と非常に低い値であった． 

したがって，漏水中に含まれる塩化物イオンの面的な影響は局所的な範囲であり，

基本的には漏水跡（漏水）の箇所の直下および漏水跡（漏水）から約 300mm の範囲

内であると考えられる 1）．また，漏水跡以外の内部は塩化物イオン濃度が非常に低

い値であることから，建設時にコンクリート中に混入した塩化物イオン量（内在塩

化物イオン量）は極めて少ないものと判断される． 

 

 

 

5.2 硝酸銀溶液噴霧法の考案 

5.2.1 従来の判定方法 

塩害対策工事等において，補修をより効果的に実施するためには塩害の影響範囲

を簡易に決定することが必要である．塩化物イオンの面的な影響範囲を調査した結

果から，漏水，漏水跡および目安として約 300 ㎜離れた範囲について塩害対策を行

うこともできるが，健全な部分も補修を行ってしまう可能性がある． 

塩害の影響範囲を直接判定する方法として，従来はコアを採取して試験室に持ち

帰り塩化物イオン濃度を測定しているが２），この方法では迅速性に欠け，日常的な

補修工事で用いることはできない．コンクリート表面における塩化物イオン濃度の

高い範囲を現場で簡易に判定できる方法が考案できれば，塩害の影響範囲をその場

図 5-1-2 塩化物イオンの面的な影響範囲 

（内面側） （地山側） 

①  

②  

③  

④  
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で特定できることになり，塩害対策工事を実施するにあたり非常に有効な手段とな

る． 

 

5.2.2 簡易判定方法の考案 

トンネル内の現場において短時間で塩害補修の対象範囲を判断できる簡易な判

定方法として，硝酸銀溶液の噴霧による方法を考案した．写真 5-2-1 のように，塩

化物イオンが付着しているコンクリート表面に硝酸銀溶液（0.1N）をそのまま噴霧

すると，硝酸銀溶液中の銀イオン（Ag＋）とコンクリート表面の塩化物イオン（Cl
－）が反応して白色の塩化銀（AgCl）が生成される現象を利用したものである３)． 

この方法は，コア試験体を用いた割裂試験体への噴霧で塩化物イオンの側壁等へ

の浸透深さを調べることに用いられているが，面的な影響範囲の調査には用いられ

ていなかった．コンクリート表面に塩化物イオンが存在すれば，写真 5-2-2のよう

に硝酸銀溶液の噴霧により白色に変化する．発色する閾値に相当する塩化物イオン

濃度を正確に把握すれば，面的な補修範囲の特定に活用することができると考えた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 5-2-2 硝酸銀溶液噴霧による発色状況 

写真 5-2-1 硝酸銀溶液の噴霧状況 

白色に変化 
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また，経年によるトンネル内面の汚れや補修時のモルタルやプライマーの垂れ等

で漏水跡の境界が不明瞭な箇所では，目視による境界の識別が困難である．今回，

考案した硝酸銀溶液噴霧の方法（硝酸銀溶液噴霧法）を用いることにより，このよ

うな箇所でもコンクリート表面に塩化物イオンが付着していれば白色に変化し，塩

化物イオンの影響範囲を確実に識別することができ，塩害補修の施工現場において

面的な塩害対策の影響範囲を直接特定することができる． 

 

5.2.3 発色閾値の確認 

硝酸銀溶液を噴霧すると白色に変化するコンクリート表面の塩化物イオン濃度，

すなわち硝酸銀溶液による塩化物イオン濃度の発色閾値を確認するため，トンネル

内において溶液の噴霧とコア採取等による試験を行った．試験方法は，漏水跡，補

修跡およびその近傍を 500 ㎜ピッチで計 60 箇所に印を付け，各々の印に硝酸銀溶

液の噴霧を行った．試験実施箇所の状況を写真 5-2-3に，硝酸銀溶液の噴霧による

発色状況とコア採取位置を図 5-2-1 に示す． 

その結果，噴霧した 60 箇所のうち 33 箇所で白色の変化が認められた．次に白色

に変化した箇所と変化しない箇所の境界付近で 6 箇所を選定してコアを採取し，コ

ア表面（0～10 ㎜）の塩化物イオン濃度を測定した．表 5-2-1 に示すコア④，⑤，

⑥の塩化物イオン濃度の結果より，塩化物イオン濃度が 0.6kg/m3付近で発色の有無

が混在していることがわかる．したがって，発色閾値を塩化物イオン濃度 0.60kg/m3

と推定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 5-2-3 試験実施箇所の漏水状況 

      （半蔵門線 日本橋川下） 

 



61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コア番号 
硝酸銀溶液噴霧による 

発色状況 
塩化物イオン量（kg/m3） 

①  白色 7.68 

②  白色 3.12 

③  白色 1.78 

④  白色 0.59 

⑤  発色せず 0.62 

⑥  白色 0.57 

※分析用試料の採取箇所：コア表面から 0～10mm 

 

硬化コンクリート中に存在する塩化物イオンは，コンクリート中を自由に移動で

き塩害を引き起こす可溶性塩化物イオンと，フリーデル氏塩などの形で固定化され

た塩化物イオンに分類される．コンクリート中に塩化物が多く含まれている場合に，

可溶性塩化物イオン量の割合は全塩化物量のうちの 40～50％程度であると報告さ

れている４）．また，供試体の割裂面に硝酸銀溶液を噴霧して塩化物イオンの有無を

判断する試験において，白色に変化する境界付近における塩化物イオン濃度は可溶

性塩化物イオンであり，発色の閾値に関してセメント質量当り可溶性塩化物イオン

濃度は 0.15%程度と報告されている３）． 

表 5-2-1 コア表面における塩化物イオン濃度 
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図-19 硝酸銀溶液噴霧の発色状況と 

コア採取位置 

図 5-2-1 硝酸銀溶液噴霧の発色状況とコア採取位置 
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今回の試験で得られた発色閾値と供試体割裂面への噴霧で示された閾値の比較

を表 5-2-2に示す．今回の試験で得られた発色閾値 0.60kg/m3に含まれる可溶性塩

化物イオン 0.24～0.30kg/m3は，供試体割裂面への噴霧から導き出された可溶性塩

化物イオン 0.46kg/m3よりも低い．また，発色閾値 0.60 ㎏/㎥が鉄筋の腐食発生限

界塩化物イオン濃度 1.2 ㎏/㎥よりも低いことから，硝酸銀溶液噴霧法による特定

方法は塩化物イオンがトンネル躯体に影響を与える範囲を安全側に判定できると

考えられる．このことから，塩害対策工事等の補修範囲の決定に利用することが可

能と判断した． 

 

 

 コンクリート表面での本試験 供試体割裂面への噴霧２) 

コンクリート中の 
全塩化物イオン量 

0.60 kg/m3  

セメント質量当りの 
可溶性塩化物イオン濃度 

 0.15％ 

コンクリート中の 
可溶性塩化物イオン量 

0.24～0.30 Kg/m3 

(0.60 kg/m3のうち， 
可溶性塩化物イオン 40～50％) 

0.46 kg/m3 

(単位セメント量 309 kg/m3 

           の 0.15％) 

 

5.3 まとめ 

塩害対策の補修をより効果的に実施するためには，漏水および漏水跡付近におけ

る塩化物イオンの面的な影響範囲の境界を簡易に特定できる方法があれば有効で

あることから，現場において短時間で判定できる硝酸銀溶液噴霧法を考案した． 

硝酸銀溶液噴霧法は，硝酸銀溶液をコンクリート面にそのまま噴霧することによ

り，コンクリート表面の塩化物イオンと溶液中の銀イオンが反応して白色に変化す

ることを利用したものである．発色の閾値を確認するため，漏水跡，補修跡および

その近傍において試験を実施し，発色の閾値は全塩化物イオン濃度 0.60kg/m3であ

り，補修範囲を判定するにあたり安全側に反応することを確認した． 

 

 

表 5-2-2  硝酸銀溶液噴霧法による発色閾値の検討 
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第６章  地下鉄トンネルに適した塩害補修方法の検討 

6.1 地下鉄トンネルの制約条件 

地下鉄トンネルは数分おきに列車が通過し，作業員等が退避する場所も限られて

いるため，列車運行中に補修等の作業を行うことは非常に難しい．したがって，地

下鉄トンネル内の補修工事は列車運行を停止してから運転開始までの夜間に限ら

れ，図 6-1-1 に示すように準備作業，足場組立，片付け等を除くと 1 時間 30 分程

度しか作業時間を確保することができない．また，補修の施工完了後 30 分程度で

列車がその場所を通過するため，その時点で固化や接着の強度が足りないなど，列

車運行の時間中に落下の恐れがある材料や工法は使用を控えなければならない． 

さらに，トンネル内には列車を安全に通過させるために物を設置できない空間と

して車両の幅や高さより大きく設定された建築限界（図6-1-2）が設けられており，

トンネル側壁や上床等から大きな突出物が付けられず，また信号機器等多くの電気

設備が設置されており，それらに影響を及ぼす可能性のあるものも設置できないな

どの制約がある．塩害対策等の補修にあたってはこれらの条件をすべて満足する材

料や工法等の選定が必要である． 

  

 

 

 

6.2 塩害補修方法の検討 

6.2.1 塩害対策方法の基本方針 

塩害対策は，①塩化物イオンが浸透してすでに変状が発生している箇所，②塩化

物イオンが浸透しているが，変状が発生していない箇所，③塩化物イオンが浸透し

ていないが，今後浸透する可能性がある箇所について，各々対策方法を選定する必

要がある． 

図 6-1-1 地下鉄トンネル補修工事 

のタイムサイクル 
図 6-1-2 建築限界外余裕量 

（千代田線開削トンネル） 



65 

 

塩害対策の工法として施工上の制約等から，表面被覆工法，表面含浸工法，断面

修復工法，電気防食工法の 4 工法を選定し，箱型トンネル固有の環境条件や劣化部

特有の条件から派生する事項を基に各工法の検討を行った．その結果，①の状態に

対しては，浸透した塩化物イオンにより劣化した部分を除去し断面を修復する工法

（断面修復工法）と塩化物イオンによる腐食を抑制する工法（電気防食工法）を用

いることを基本とした．②，③および①の断面修復工法と電気防食工法の補修後の

状態に対しては，塩化物イオンの浸透を防止する工法（表面含浸工法）を用いるこ

とを基本とした．これらの工法について，メトロ環境下の箱型トンネルに適した工

法や材料を選定するために室内および現場試験を実施した． 

 

6.2.2 電気防食工法の選定と効果の確認 

(1) 電気防食工法の選定 

断面修復工法は，劣化や損傷によって剥がれた，または除去したコンクリート構

造物の表面を当初の断面寸法に復旧してコンクリート構造物の耐久性能を回復さ

せる工法である．東京メトロでは，図 6-2-1に示すように修復材としてポリマーセ

メントモルタル（以下，PCM という）を用いた断面修復工を標準的な補修として長

期間採用しており，良好な施工実績を有している． 

 

 

 

 

しかし，塩害対策として，断面修復工法のみの補修ではコンクリート構造物の要

求性能を満足できないと判断される場合は，表面含浸工法や電気防食工法など，他

の工法との組合せが必要である．劣化部分を撤去した後に鉄筋防錆材を塗布して腐

食を抑制し断面修復する方法，塩分吸着型防錆材を塗布して断面修復する方法，電

気防食工法を行い断面修復する方法等が考えられる． 

東京メトロでは，以前から塩害に対して亜硝酸イオンを主成分とする鉄筋防錆材

を用いる補修を実施していたが，最近の塩害対策区間の定期検査において一部の箇

所で再劣化が確認された．そのため，塩害に効果が高いと言われている塩分吸着型

防錆材や電気防食工法を用いた補修方法の有効性について調査および試験を行っ

図 6-2-1 断面修復工法の標準断面図（補修厚 40mm～70mm 未満） 

 

【 施工方法】
① 劣化コンクリート除去
② 除去面清掃
③ アンカーボルト打設
④ プライマー塗布
⑤ モルタル塗布（1層目）
⑥ 溶接金網取付
⑦ モルタル塗布（2層目）
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た．なお，塩分吸着型防錆材は硬化に時間がかかることからトンネル内で使用する

ことが難しいが，犠牲陽極材との効果を比較するために試験で使用することとした． 

電気防食工法は，過酷な塩害環境に曝される港湾構造物等において外部電源方式

の実施事例が多く，その効果を上げている１）２）．しかし，外部電源方式は電気防

食の影響範囲が不確実なこと，迷走電流を生じさせる恐れがあることなどから，多

数設置されている信号等の電気設備と十分な離隔を取ることが地下鉄トンネル内

では必要である．しかし，これが難しく，電気設備への影響が懸念されることから，

外部電源方式の使用を見合わせることとした．したがって，鉄と卑な金属の電位差

で電流を発生させ，腐食電流を打ち消す犠牲陽極材を用いる方法について試験を行

った． 

犠牲陽極材を用いる方法は大別すると，犠牲陽極材を構造物内部に埋設する方式

（写真 6-2-1）と構造物表面に貼り付ける方式（写真 6-2-2）がある．空間が限ら

れているトンネルでは構造物表面に貼り付ける場合，トンネル内が狭あいで建築限

界の制限および落下の危険性等の問題があることから，埋設型の犠牲陽極材を用い

ることにした．合わせて使用する断面修復材である PCM については，地下鉄トンネ

ル特有の施工時間の制限から硬化時間の速い材料が望ましく，電気防食工法の効果

を最大限に発揮させるためには電気抵抗率の低い材料を選定する必要があること

がわかっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 6-2-1 犠牲陽極材を埋設する方式 

写真 6-2-2 犠牲陽極材を貼り付ける方式 
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 今回実施する塩害に伴う劣化箇所へ

の補修方法としては，図 6-2-2に示すよ

うに①劣化箇所のはつり，②鉄筋ケレン，

③犠牲陽極材の設置，④断面修復材の塗

布，⑤表面含浸材の塗布を行うこととし

た． 

 

 

(2) 電気防食工法の効果の確認 

犠牲陽極材方式による電気防食工法

の適用性を検討するため，写真 6-2-3に

示すように営業線トンネルにおいて試

験施工を実施した．犠牲陽極材を用いた

実証試験の施工箇所の大きさは，500×

500mm 程度とし，電位が移動しやすい湿

り気のある漏水箇所と，逆に漏水のない

箇所で行った．断面修復箇所および周囲

の電位を測定するために適切な位置に

照合電極を埋め込んだ．防食効果の確認

として防食電流量の計測と復極量の計

測を，鉄筋の腐食状態の確認として分極

抵抗の計測を行った．計測は初期値（犠

牲陽極材設置直後），3 ヶ月後，5 ヶ月

後，8 ヶ月後，9 ヶ月後の計 5 回実施し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写真 6-2-3 犠牲陽極材の効果確認の試験状況（東西線 亀島川下） 

図 6-2-2 塩害補修方法 
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①  防食電流密度 

防食電流量の計測方法は図 6-2-3に示すように，計測 BOX 内の配線を無抵抗電流

計に接続して計測した．犠牲陽極材の防食電流量の計測結果を図 6-2-4 に示す．B

線 555m の測定箇所で 3 ヶ月後と 5 ヶ月後の 2 回において高い値を示しているが，

それ以外ではすべての箇所でそれほど変化せずに 1～12mA/㎡程度の値を示してい

る．電気化学的防食工法設計指針（案）には，「犠牲陽極方式の必要防食電流は環

境や鋼材の腐食程度によって変わり，通常 1～30 mA/㎡程度である」３)と述べられ

ているので，犠牲陽極材による防食は効果的に作用していると考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-3 防食電流の測定方法 

図 6-2-4 防食電流密度の測定結果 
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②  復極量 

復極量の計測試験は，犠牲陽極と鉄筋の間の回路に流れる防食電流を一時的に停

止し，停止直後の鉄筋のインスタンスオフ電位（Eio）と一定時間が経過した後の

電位（Eof）の差を測定する試験である．鉄筋の電位は図 6-2-5 に示すように，断

面修復時にコンクリート内部に設置した埋め込み型照合電極を用いた方法で測定

する．鉄筋の復極量の測定結果を図 6-2-6に示す．9ヶ月間における復極量の測定

値は，測定時期により変動が見られ，外部電源方式の復極量の目安の基準値とされ

る 100mV 以上を示す箇所もあるが，現時点では一致の傾向は認められない．なお，

橋脚に犠牲陽極材を埋設して 10 年間モニタリングを行った報告によると，復極量

は犠牲陽極設置直後は低かったが，9年後には 100mV に近づくかまたは超えたこと，

およびその間における劣化がなかったことが報告されており，100mV の復極基準値

を初期に適用することは実用的ではなく，これに代わる基準の設置の必要性を述べ

ている．今後も長期的に復極量をモニタリングする必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-5 照合電極を用いた鉄筋の電位の測定方法 

図 6-2-6 極量の測定結果 
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③  分極抵抗 

犠牲陽極材の回路を切断した状態で分極抵抗の測定を行い，分極抵抗から求めた

腐食電流密度の測定結果を図 6-2-7 に示す．この結果を表 6-2-1 に示す CEB（ヨー

ロッパコンクリート委員会）の腐食速度の判定基準（案）４)に基づいて判断すれば，

温度や漏水量の変化に伴って一部高い値を示している値もあるが，全体として鉄筋

腐食速度は遅く，犠牲陽極材方式が鉄筋腐食の進行抑制に有効であると考えられる
５）． 

 

 

 

 

 

Icorr          

（μA/cm2） 
腐食速度の判定 

＜0.2 不動態状態（腐食なし） 

0.2-0.5 低～中程度の腐食速度 

0.5-1 中～高程度の腐食速度 

≧1 激しい，高い腐食速度 

 

これら防食電流量，復極量および腐食電流密度の測定から，東京メトロの環境下

において埋設型犠牲陽極材の防食効果は期待できるものであり，塩害補修工法とし

て十分に使用できると判断した． 

 

図 6-2-7 試験施工による電気防食工法の効果確認 

表 6-2-1 CEBによる腐食速度の判定基準

（案） 
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6.2.3 表面含浸工法の効果の確認 

塩化物イオンの浸透を抑制する工法には，コンクリート表面に表面被覆材を塗布

する方法と表面含浸材を塗布する方法がある．東京メトロで過去に実施した感潮域

河川下の潜函工法で建設されたトンネルの継手部劣化補修工事において，有機系の

表面被覆材（ポリウレタン樹脂塗料）を施工した箇所で，施工 3年後に被覆材の膨

れや剝れが発生した再劣化の事例がある．これは表面被覆材の施工により水分が躯

体内部に閉じ込められたことが原因と考えられることから，同様の損傷を避けるた

めに表面被覆材は採用せず，遮塩性と水蒸気透過性のある表面含浸工法を採用する

こととした． 

表面含浸工法の効果を確認するにあたり，他機関における使用実績に関するヒア

リング調査等を行った．その結果，シラン系表面含浸材（撥水材）の主成分濃度は

従来 20～40％程度が主流であったが，撥水効果を高めるために主成分濃度が 80％

を超えるものが開発されていること，主成分としてはアルキルアルコキシシラン系，

シランシロキサン系の含浸材が優れていることがわかった６）７）８）．このことから

試験用材料として，液状の表面含浸材（主成分アルキルトリアルコキシシラン，濃

度 95％以上）とクリーム状の表面含浸材（主成分アルキルトリアルコキシシラン

と反応性ポリシロキサン，濃度 80％）を選定した． 

効果確認の試験は，土木学会基準「表面含浸材の試験方法（案）」（JSCE-K 571）

に準拠して図 6-2-8に示すように実施した．箱型トンネルに使用する普通コンクリ

ート（水セメント比 53%）および 2 種類の断面修復材（現行 PCM，低抵抗 PCM）を

用いて角柱 100 ㎜×100 ㎜×100mm の試験体を各々製作した．一面に表面含浸材を

塗布し，残りの面には塩化物イオンが浸透しないようにエポキシ等でシールして塩

分溶液中に 2ヶ月間浸漬した．浸漬期間終了後に試験体を切断し，表面含浸材の浸

透深さおよび塗布試験体への塩化物イオンの浸透状況を確認した．なお，PCM の電

気抵抗率試験を行ったところ，材齢 28 日で現行 PCM は 26.3kΩ･cm，低抵抗 PCM は

9.6kΩ･cm であった． 

試験結果を図 6-2-9 および図 6-2-10 に，施工性等の評価を表 6-2-2 に示す．試

験体の材料に関わらず，表面含浸材の浸透深さは液状の方がクリーム状に比較して

より深くまで浸透している．表面含浸材を塗布した場合の塩化物イオンの浸透深さ

は，液状の方がクリーム状よりも小さな値であり，普通コンクリートおよび現行

PCMといった既存の構造物に適用した場合にも塩化物イオンの浸透抑制効果が期待

できる結果となった． 

したがって，液状の表面含浸材は母材への浸透が深く，表層よりやや内部で撥水

と遮塩に対する効果があり，トンネル内でコンクリート表層部を清掃しても効果の

持続性が高いと考えられる．また遮塩効果が薄れてきた場合は，液状の表面含浸材

は上塗りも可能であり，中長期的に効果が期待できると判断した． 

 

 



72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-23 表面含浸材の浸透深さ 
 

 

 

図-24 塩化物イオンの浸透深さ 
 

図 6-2-8 表面含浸材の試験方法 

図 6-2-9 表面含浸材の浸透深さ 

 
 

10 ㎜程度 

試験体 

塗付面 

塩
化
物
イ
オ
ン 

5 面シール 

20 ㎜以上 

図 6-2-10 塩化物イオンの浸透深さ 
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表 6-2-3 補修方法の検討に用いた材料 

 

 

種類 遮塩性 施工性 塗重ね 
効果の 

持続性 
総合 

液状 ○ △ ○ ○ ○ 

クリーム状 △ ○ × △ △ 

 

 

6.2.4 犠牲陽極材と断面修復工法の組合せの検討 

塩害補修工事の実施にあたり犠牲陽極材の効果を高めるため，断面修復材との組

合せを検討する必要がある．表 6-2-3 に示す 3 種類の犠牲陽極材（亜鉛含有量およ

びバックフィル材組成の異なるＡ，Ｂ，Ｃ）と 2 種類の断面修復材，さらに塩害に

対して有効と考えられる塩分吸着型防錆材を含めて，表 6-2-4に示す組合せの補修

条件で防食効果を確認する室内試験を実施した． 

なお，塩分吸着型防錆材については硬化時間が短いものが現状では開発されてお

らず，施工後 30 分程度で電車が通過する地下鉄トンネルでは適用が難しいと考え

られるが，今回電気防食工法と効果の違いを評価するために調査を行った． 

 

 

 

 

 種類・組成 

犠牲陽極材 

Ａ：亜鉛量 160g 

バックフィル材（水酸化リチウム） 

Ｂ：亜鉛量 85g 

バックフィル材（水酸化リチウム） 

Ｃ：亜鉛量 38g 

バックフィル材 

（臭化リチウム、硝酸リチウム） 

断面修復材 

現行ＰＣＭ 

（アクリル樹脂エマルジョン含有軽量型） 

超速硬型低電気抵抗性ＰＣＭ 

（粉末樹脂，短繊維プレミックス型） 

塩分吸着型防錆剤 亜硝酸型ハイドロカルマイト含有ペースト 

 

 

表 6-2-2 表面含浸材の評価 

凡例 ○：良 △：可 ×：不可 
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補修条件 

No. 
犠牲陽極材 断面修復材 塩分吸着型防錆材 

1 － 現行 PCM － 

2 － 現行 PCM 有 

3 B 現行 PCM － 

4 A 低抵抗 PCM － 

5 B 低抵抗 PCM － 

6 C 低抵抗 PCM － 

7 A 低抵抗 PCM 有 

8 C 低抵抗 PCM 有 

 

 

試験で使用した供試体の概要図を図 6-2-11，供試体の実施手順を表 6-2-5 に示

す．供試体はトンネル構造物の配筋状況を考慮し，鉄筋表面積比は 1.15，鉄筋は

φ16 とφ19 の磨き丸鋼を用いた．供試体は高さ 25mm まで塩化物イオン濃度

10kg/m3を混入したコンクリート（水セメント比 53%）を打設した（写真 6-2-4，

写真 6-2-5）．約 1 ヶ月間気中環境で養生し，母材コンクリート中における鉄筋の

発錆状況を再現してマクロセル腐食を模擬させ，そこに組合せを変えた補修条件を

適用した．より厳しい状態とするため，既存コンクリート部および断面修復部とも

すでに発生している錆の除去は行わずに補修を実施した．補修材の硬化後，供試体

以外からの腐食要因の影響を除くために供試体の側面の鉄筋はエポキシ樹脂の処

理を実施し，エポキシ樹脂硬化後に 

供試体を養生環境下で曝露状況とし

た． 

曝露状況の試験は，図 6-2-12 およ

び写真 6-2-6 に示すように空調設備

のない屋内で塩水を噴霧した．塩水の

濃度は 30gNaCl/L に，温水はヒーター

で 35℃に暖め，サーモスタットで管

理して塩水噴霧 4時間と自然乾燥 8時

間を繰り返した．81 日間の促進曝露

の後，空調設備のない屋内での気中環

境とし，補修から約 1年後に試験体を

解体して鉄筋の腐食量（発錆面積率，

質量減少率）を測定した． 

1 試験体作成、1 ヶ月間の気中養生 

2 
補修実施 

（防錆、断面修復、犠牲陽極材埋設等） 

3 
犠牲陽極材と鉄筋の接続 

（通電、測定開始） 

4 
鉄筋腐食の初期値測定 

（対策なし試験体解体）  1 ヶ月後 

5 塩水噴霧繰り返し環境で養生 （81 日間） 

6 
室内気中養生に変更 

（温湿度調整無し） 

7 通電 12 ヶ月で解体、鉄筋腐食測定 

表 6-2-4 室内試験における補修条件 

PCM ： ポリマーセメントモルタル 

 

表 6-2-5 供試体の実施手順 
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水中ポンプ（タイマー制御）

供試体

シャワー

40℃の塩水

ヒーター

ビニール
ハウス

図-26 曝露状況の概要図 

 

図 6-2-11 供試体の概要図 

写真 6-2-4 供試体（母体打設後） 写真 6-2-5 供試体（犠牲陽極材設置状況） 

犠牲陽極材 

図 6-2-12 曝露試験の概要図 写真 6-2-6 曝露試験の状況 

35℃の塩水 
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補修条件の違いによる供試体の既存コンクリート部および断面修復部における

鉄筋腐食（質量減少率，発錆面積率）を表 6-2-6 に示す．既存コンクリート部の鉄

筋の発錆評価の数値はわずかの差であり，すべての補修条件で補修実施前に比較し

て鉄筋腐食が進行していた．犠牲陽極材Ｃを使用した供試体 No.6，8 は鉄筋腐食（質

量減少率）が少なく，マクロセル腐食を抑制することができた． 

一方，断面修復部では，現行 PCM を用いた供試体 No.1～3 の中で塩分吸着型防

錆材を使用した No.2 は鉄筋腐食が抑えられていたが，No.1，3 については犠牲陽極

材の使用の有無に関わらず，鉄筋腐食が進行していた．超速硬型低電気抵抗性 PCM

を使用した供試体 No.4～8 の中で犠牲陽極材Ｂを用いた No.5 については抑制効果

がなく，それ以外は断面修復部の鉄筋腐食が抑制されていた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補修条件 No. 

発錆の評価（％） 

既存コンクリート 断面修復部 

発錆 

面積率 

質量 

減少率 

発錆 

面積率 

質量 

減少率 

補修前 59 0.32 49 0.19 

1 88 1.13 60 0.85 

2 87 1.46 5 0 

3 88 1.17 71 0.58 

4 97 1.82 8 0.13 

5 99 1.66 27 0.36 

6 97 0.87 6 0 

7 73 1.13 9 0 

8 86 1.04 5 0.20 

表 6-2-6 補修工法の選定に関する室内試験結果 

 

＊発錆面積率：既存コンクリート部，断面修復部のすべての鉄筋 

＊質量減少率：既存コンクリート部，断面修復部のφ19 の鉄筋 
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鉄筋の発錆評価をわかりやすくするため，補修条件によって鉄筋腐食の結果を比

較したものを図 6-2-13 から図 6-2-16 に示す．図 6-2-13 に示すように，塩分吸着

型防錆材または犠牲陽極材Ｂを用いて現行 PCM で断面修復した場合は，補修部にお

いて塩分吸着型防錆材は高い防錆効果があるが、既存コンクリート部では効果の違

いはなかった．図 6-2-14 に示すように，犠牲陽極材Ｂを使用して現行 PCM または

電気抵抗率が低い低抵抗 PCM で断面修復材した場合は，補修部において低抵抗 PCM

を用いる方が犠牲陽極材の防錆効果があることが確認させた．図 6-2-15 に示すよ

うに，低抵抗 PCM で断面修復して犠牲陽極材および塩分吸着型防錆材を用いた場合

は，補修部および既存コンクリート部とも塩分吸着型防錆材と犠牲陽極材の両方を

用いた方の防錆効果が高いことがわかった．鉄筋腐食の進行抑制効果が高い組合せ

は No.7，8（犠牲陽極材＋超速硬型低電気抵抗性 PCM＋塩分吸着型防錆材）と考え

られる．しかし，塩分吸着型防錆材は硬化時間が長いため，地下鉄トンネルの作業

時間が限られている制約条件から施工性に問題があり使用が難しい．図 6-2-16 に

示すように，低抵抗 PCM を使用して断面修復した場合，犠牲陽極材の違いによる効

果は，補修部および既存コンクリート部とも犠牲陽極材Ｃの防錆効果が高いことが

わかった． 

これらの結果から，鉄筋腐食の抑制効果が高い組合せは補修条件 No.6（犠牲陽

極材Ｃ＋超速硬型低電気抵抗性 PCM）と考えられる 26）． 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-13 現行 PCM で断面修復した場合の鉄筋腐食量 
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図 6-2-14 現行 PCM と低抵抗 PCM で断面修復した場合の鉄筋腐食量 

                   (犠牲陽極材Ｂ使用) 

図 6-2-15 低抵抗 PCM で断面修復した場合の鉄筋腐食量 
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6.2.5 犠牲陽極材の効果持続時間 

犠牲陽極材の亜鉛が減少することにより鉄筋腐食の進行が抑制されることから，

犠牲陽極材の効果持続期間の調査を行う必要がある．図 6-2-17 に示すように供試

体の鉄筋と犠牲陽極材をリード線で接続してコンクリートの外部で通電電流量の

測定を行った．曝露期間 1 年で犠牲陽極材から発生した積算電流値を用い，式(1)

のファラデーの法則に基づき算出した理論的な亜鉛の質量減少量を計算するとと

もに，1年後に解体して実測した犠牲陽極材中の亜鉛の質量減少量を比較した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，Ｗ＝亜鉛の質量（ｇ），Ｉ＝電流（Ａ）， 

ｔ＝時間（ｈ），ｅ＝亜鉛の科学当量（32.69） 

図 6-2-17 鉄筋と陽極の各種電位測定箇所 

図 6-2-16 犠牲陽極材の違いによる鉄筋腐食量（低抵抗 PCM 使用） 

Ｗ ＝ 

26.8 

・・・・・式（1） 
Ｉｔｅ 

鉄筋自然電位測定箇所 

Ｏｎ・Ｉｎｓ電位、復極量測定箇所 

陽極電位測定箇所 

犠牲陽極材 

10Ωの抵抗 
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表 6-2-7に示すように，解体試験の実測質量減少率は 1 年間に約 9～30％，ファ

ラデーの法則から求められる理論的な減少率は約 4～9％となり，実測値は理論値

の概ね 2～3 倍となった．減少率から犠牲陽極材の亜鉛が 100％減量する期間，す

なわち犠牲陽極材の効果持続時間は図 6-2-18 からもわかるように解体による実測

結果では 3～11 年，積算電流値による算出結果では 12～23 年である． 

理論値を計算している発生電流量は2週間に1回測定した値をその期間中の発生

電流量に換算しているために解体試験による質量減少率とは乖離したと考えられ

る．試験データは設置から 1 年間であり，ヒアリング結果から犠牲陽極材は通電初

期において発生電流量が大きくなることが試験結果で示されており，効果持続時間

は 20 年程度という試験結果もある．解体試験からの効果持続時間の平均は約 7 年

であるが，トンネル環境下では気温の変動が少ないことから効果持続時間は 10 年

程度であると推測される．試験結果の効果持続時間によって犠牲陽極材の種類を選

定することは難しく，さらに検証を続ける必要がある． 

したがって，表 6-2-8 に示すように抑制効果，施工性，持続性から，No.6（犠牲

陽極材Ｃ(小)＋低抵抗 PCM）の組合せが最も優れていると判断した． 

 

 

 

補

修

条

件 

No. 

解体試験 ファラデーの法則 

質量

減少

量(g) 

質量

減少

率 

(%) 

効果持続

時間 

(年) 

積算

電流

量

(Ah) 

質量

減少

量 

(g) 

質量

減少

率 

(%) 

効果持続

時間 

(年) 

3 14.71 15.48 6.5 3.4 4.18 4.4 22.7 

4 20.35 11.83 8.5 8.19 10.08 5.86 17.1 

5 16.09 16.94 5.9 4.08 5.02 5.28 18.9 

6 7.87 20.66 4.8 2.63 3.24 8.5 11.8 

7 15.03 8.74 11.4 6.67 8.2 4.77 21 

8 11.52 30.24 3.3 2.67 3.28 8.62 11.6 

 

 

表 6-2-7 犠牲陽極材の効果持続評価 
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推

定
効
果
持

続
期
（
年

） 

 

 

 

 

補修条件 No. 抑制効果 施工性 持続性 総合評価 

1 × ○ × × 

2 ○ × △ × 

3 × ○ △ × 

4 △ ○ △ △ 

5 × ○ △ × 

6 ○ ○ △ ○ 

7 ○ × △ × 

8 ○ × △ × 

 

 

6.3 まとめ 

地下鉄トンネルにおける塩害対策としてトンネル内面に塩化物イオンが浸透し

ているが，浮き・はく離がなく塩害が進行していない箇所は塩化物イオンの浸透を

抑制する対策（表面含浸工法）を実施する必要があり，その工法として液状の表面

含浸材を塗布することとした．また，塩化物イオンが浸透し，浮き・はく離が発生

して塩害が進行している箇所には断面修復工法，電気防食工法および表面含浸工法

を実施する必要がある． 

地下鉄トンネルの施工環境を考慮した試験結果から，塩害劣化箇所を除去し犠牲

陽極材（Ｃタイプ）を埋め込み，超速硬型低電気抵抗性 PCM で断面修復する工法を

行った後に表面含浸工法を行うことが最も適していることが判明した．これらの補

修方法を地下鉄トンネルにおける塩害対策工法として，工事を実施している． 

表 6-2-8 補修条件の評価 

図 6-2-18 犠牲陽極材の効果持続期間推定結果 

＊施工性：地下鉄トンネルの制約条件を満たしていること 
凡例 ○：良 △：可 ×：不可 
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第７章  東京メトロの塩害対策方針 

7.1 塩害対策における優先区間 

(1)塩害対策優先区間の選定表の作成 

東京メトロでは，過去においてもはく離・はく落等の変状が顕在化しているトン

ネル区間を対象として補修工事等の維持管理を行ってきたが，これらは塩害につい

ての調査・分析に基づいて判断を行ったものではなかった．予防保全の観点からも

塩害対策工事を早急に実施する必要があり，塩害に対する中長期的な維持管理計画

を策定することとした． 

箱型トンネルの河川等と交差・近接する 49 区間の塩害検討区間に関して，すべ

ての区間でコンクリート中の塩化物イオン濃度の測定等，詳細な調査が実施されて

いない中，塩害検討区間から優先的に対策工事を実施する優先区間を選定すること

とした． 

これまでの調査結果から，塩害が発生する可能性が高い区間としては， 

① 防水工が行われておらず，漏水が多く発生している潜函工法などの特殊工法で

建設されたトンネル区間 

② 漏水中の塩化物イオン濃度が高い区間 

が挙げられる． 

この 2 点に着目して，表 7-1-1に示すような塩害対策優先区間の選定表を作成し

た．塩害検討区間である箱型トンネル 49 区間において，防水工が行われている開

削工法と一部行われていない潜函工法・イコス工法等の特殊な工法に区分するとと

もに，漏水中の塩化物イオン濃度 5,000mg/L を境界として高濃度と低濃度に区分を

行った． 

 

 

 箱型トンネルの施工法 

潜函工法・イコス工法等 

特殊工法 
開削工法 

塩
化
物
イ
オ
ン
濃
度 

高濃度 
８区間 1,446m 

優先度Ａ 

１５区間 6,431m 

優先度Ｂ１ 

低濃度 
４区間 1,430m 

優先度Ｂ２ 

２２区間 6,581m 

優先度Ｃ 

表 7-1-1 塩害対策優先区間の選定表 
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感潮域河川の塩化物イオン濃度は東京湾から 2 ㎞程度の範囲（東京湾沿岸）では

5,430㎎/L～13,775㎎/Lであるが，3㎞以上離れた内陸部では急激に低下して1,800

㎎/L～3,000 ㎎/L であることが調査からわかった．定期検査の結果からも塩害によ

る劣化箇所は東京湾沿岸に集中しており，トンネル内の漏水箇所におけるはつり調

査（図 7-1-1）から鉄筋の腐食が多い区間は概ね 5,000 ㎎/L 以上であることから，

選定表における高濃度と低濃度の境界を 5,000 ㎎/L とすることとした． 

なお，漏水中の塩化物イオン濃度を測定していない区間については，優先区間を

選定するための目安として東京湾からの距離または公表されている河川等の塩化

物イオン濃度を用いることとした．今回の選定表の作成ではすべての区間で値が推

測できる河川等の塩化物イオン濃度を用いて塩害検討区間の 49 区間を区分した． 

 

 
 

 

 

 

 
図 7-1-1 漏水箇所のはつり・鉄筋調査 



85 

 

(2)対策区間の優先順位 

塩害対策優先区間の選定表に基づき，潜函工法等の特殊工法で塩化物イオンが高

濃度である優先度Ａの 8 区間 1,446ｍについては，2014 年から塩害対策工事を実施

した（表 7-1-2）．開削工法で塩化物イオンが高濃度である優先度Ｂ1 の 15 区間

6,431ｍは，対象延長が多いため，さらに優先度を付けることとした． 

 

 

 

路線名 駅間 河川名称 

影

響

範

囲 

環

境 

種

別 

工種 

河川

中の 

Cl-濃

度 

(mg/L) 

漏水

中の 

Cl-濃

度 

(mg/L) 

採取

コアの

Cl-量

d=3cm 

(kg/

㎥) 

採取

コアの

Cl-量

d=7cm 

(kg/

㎥) 

損傷

補修

面積

率

（％） 

日比谷線 人形町 駅 ～ 茅場町 駅 日本橋川 170 Ⅰ 潜函 5430   16.04 7.79 12.6 

日比谷線 八丁堀 駅 ～ 築地 駅 築地川 196 Ⅴ 潜函 11295       11.4 

東西線 日本橋 駅 ～ 茅場町 駅 楓川 140 Ⅴ 開・ト 6758       19.9 

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 亀島川 160 Ⅰ 開・イ・ト 6758 15400 11.81 3.61 28.7 

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 隅田川 320 Ⅰ 潜函 9325   16.15 9.12 11.4 

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 大島川 140 Ⅰ 潜函 9325       7.2 

千代田線 新御茶ノ水 駅 ～ 大手町 駅 日本橋川 180 Ⅰ 開・ト(凍) 5430   18.92 7.99 20.2 

半蔵門線 九段下 駅 ～ 神保町 駅 日本橋川 140 Ⅰ 開・ト 5430 365     5.1 

 

 

優先度Ｂ1 の 15 区間における 2005 年までの定期検査の結果から，単位面積あた

りの損傷・補修面積率が 10％以上の 2 区間 280ｍと，東京湾沿岸に位置する東西線

と有楽町線の坑口 4区間 4,137ｍが塩害の影響の高い区間と考え，塩害対策工事を

実施することとした（表 7-1-3）．これら優先度Ａの 8 区間とＢ1 の 6 区間，合計

14 区間について塩害対策工事を実施する塩害対策区間とした． 

表 7-1-2 対策優先度Ａの塩害対策工事区間 
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路線名 駅間 河川名称 
影響

範囲 

環

境 

種

別 

工種 

河川

中の 

Cl-濃

度 

(mg/L) 

漏水

中の 

Cl-濃

度 

(mg/L) 

採取コ

アの

Cl-量

d=3cm 

(kg/m3) 

採取コ

アの

Cl-量

d=7cm 

(kg/m3) 

損傷

補修

面積

率

（％） 

銀座線 日本橋 駅 ～ 三越前 駅 日本橋川 160 Ⅰ 開削 5430 
   

0.1 

銀座線 三越前 駅 ～ 神田 駅 竜開川 140 Ⅴ 開削 5430 0 
  

3.2 

銀座線 稲荷町 駅 ～ 田原町 駅 新堀 140 Ⅴ 開削 8025 426 
  

11.4 

銀座線 田原町 駅 ～ 浅草 駅 隅田川 670 Ⅰ 開削 8025 
   

3.8 

丸ノ内線 淡路町 駅 ～ 大手町 駅 日本橋川 150 Ⅰ 開削 5430 61 3.12 1.45 9.4 

日比谷線 上野 駅 ～ 仲御徒町 駅 小さい川 140 Ⅴ 開削 8025 61 1.25 4.00 14.7 

日比谷線 八丁堀 駅 ～ 築地 駅 築地川 244 Ⅴ 開削 11295 
   

4.4 

日比谷線 築地 駅 ～ 東銀座 駅 築地川 140 Ⅴ 開削 11295 122 
  

2 

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 濱辺運河 140 Ⅴ 開削 9125 61 
  

5.4 

東西線 門前仲町 駅 ～ 坑口 駅 埋立地 2127 Ⅱ 開削 9125 426 
  

7.7 

有楽町線 新富町 駅 
  

駅 築地川 540 Ⅴ 開削 7785 770 1.72 0.68 8.1 

有楽町線 新富町 駅 ～ 坑口 駅 埋立地 1330 Ⅱ 開削 7785 33230 11.29 3.81 13 

半蔵門線 水天宮前 駅 ～ 清澄白河 駅 隅田川支流 230 Ⅴ 開削 7010 1398 
  

2.1 

半蔵門線 住吉 駅 
  

駅 小川 140 Ⅴ 開削 8950 
   

0 

半蔵門線 押上 駅 
  

駅 北十間川 140 Ⅰ 開削 9725 
   

0 

 

 

塩害対策工事の補修を実施する前には事前調査として，硝酸銀溶液噴霧法を用い

て漏水および漏水跡の回りにおける塩分の有無を調査することにした．塩害対策の

基本方針に基づき，塩分がある場合には打音検査で浮き・ひび割れ等の変状がある

かを判定し，変状がある範囲は劣化部分の撤去，犠牲陽極材の設置と断面修復工，

表面含浸工を行い，変状がない範囲は表面含浸工を施工することで補修面積を決定

した．なお，優先度Ｂ1 の優先的に塩害対策工事を行う 6区間については，詳細調

査において塩害対策の補修範囲が少ない場合は塩害対策工事の実施を見直すこと

も必要である． 

優先度Ｂ1の残り 9区間，Ｂ2 の 4 区間およびＣの 22 区間は，個別には塩害対策

工事は実施しないが，2 年に 1回実施している定期検査の時に塩害検討区間にある

漏水および漏水跡の箇所について同様の方法を用いて判定し，塩害対策を実施する

ことで対応することにした． 

 

表 7-1-3 対策優先度Ｂ1の塩害対策工事区間 
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(3)塩害対策工事の効果 

塩害対策工事はすでに開始されており，優先度Ａの 6 区間 1,110ｍは 2014 年 3

月から 2017 年 10 月までの 43 ヵ月間で完了している．表 7-1-4 に示すように 6 区

間 1,110ｍの施工実績である犠牲陽極材・断面修復の側壁 304 ㎡，犠牲陽極材・断

面修復の上床 114 ㎡，表面含浸材塗布 2,581 ㎡を基に，通常の断面修復を施工した

場合との費用対効果について 20 年間の試算を行った． 

試算には 6 区間の工事実績から,図 7-1-2 に示すように犠牲陽極材・断面修復の

側壁施工単価は 61 万円/㎡,上床施工単価は 106 万円/㎡,表面含浸材の施工単価は

側壁・上床とも 3 万円/㎡を使用した.通常の構築補修における断面修復は,側壁施

工単価 24 万円/㎡,上床施工単価 31 万円/㎡を使用した.なお,漏水に伴う止水工の

費用は塩害対策補修も通常の断面修復も同様と考え，試算には含まれていない. 

側壁と上床に施工した犠牲陽極材・断面修復と表面含浸材の塗布の面積から，塩

害対策の総費用は約 3 億 8000 万円である．通常の断面修復を行った場合には塩害

による再劣化を 4 年と仮定すると約 5 億 4000 万円となる．この試算から塩害対策

工事を実施することにより優先度Ａの 6 区間は 20 年間で約 3 割の費用を削減でき

ることとなる． 

再劣化の期間については，定期検査で確認された塩害区間の断面補修箇所が約 3

～5年で再劣化した事例を参考とした．試算の精度を上げるためにも，塩害区間に

おける通常の断面修復の再劣化時期，さらに塩害対策の補修効果を持続させるため

に必要な犠牲陽極材の交換時期，表面含浸材の再塗布時期等，今後年数を掛けてモ

ニタリングを行っていく必要がある． 

 

 

番号 路線 駅間 河川名 延長 種別 側壁補修(㎥) 上床補修(㎥) 表面含浸(㎥) 

1 日比谷線 人形町駅 ～ 茅場町駅 日本橋川 170 Ⅰ 15 3 207 

2 

東西線 

茅場町駅 ～ 門前仲町駅 亀島川 160 Ⅰ 

154 82 923 

3 茅場町駅 ～ 門前仲町駅 隅田川 320 Ⅰ 

4 茅場町駅 ～ 門前仲町駅 大島川 

62 Ⅰ 34 4 221 

78 Ⅰ 37 2 301 

5 千代田線 新御茶ノ水駅 ～ 大手町駅 日本橋川 180 Ⅰ 62 20 772 

6 半蔵門線 九段下駅 ～ 神保町駅 日本橋川 140 Ⅰ 2 3 157 

     
計 1110 

 
304 114 2581 

表 7-1-4 塩害対策工事の施工実績 
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塩害対策補修
・犠牲陽極材・断面修復
側壁：61万円/㎡
上床：106万円/㎡

・表面含浸材
側壁・上床とも：3万円/㎡
（止水工は含まない）

通常の構築補修
（断面修復）
側壁：24万円/㎡
上床：31万円/㎡
（止水工は含まない）

白色変色部分

劣化部分

 

 

 

 

(4)塩害対策工事による保守費への影響 

東京メトロの全路線におけるトンネル保守費は,トンネルの経年劣化等の影響も

ありここ 7 年間で＋1.4％/年の増加傾向にある（表 7-1-5）.この保守費に加え,平

成 26 年度から本格的に塩害対策工事を開始している（表 7-1-6）.優先度ＡとＢ1

の優先区間を実施する塩害対策工事が完了する平成 31 年度以降は,再劣化箇所が

なくなると想定されるため,試算結果を考慮すると構築コンクリート（集中）補修

の費用は年 1000 万円減少すると考えられる.しかし，あくまでも試算であり，トン

ネル保守費における構築コンクリート（集中）補修についてはトンネル保守費抑制

のためにも今後さらに詳細な検証が必要である. 
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図 7-1-2 塩害対策を実施した場合の施工単価比較 

表 7-1-5 トンネル保守費の推移（塩害対策を除く） 

＋１．４％ 
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表 7-1-6 東京メトロのトンネル保守費（平成 23～28 年度の実績） 
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7.2 劣化予測による確認 

東京メトロの箱型トンネルが河川等と交差・近接する 49 区間（総延長 15,888m）

について，調査・検討の結果を基に作成した塩害対策優先区間の選定表により優先

順位を付けて優先度Ａの 8区間と優先度Ｂ1の 6区間の塩害対策工事を実施するこ

とが塩害の劣化状況に整合しているのかを確認することとした.将来の劣化状況は，

定量的な調査のデータを基に鋼材の発錆条件の明確化やひび割れ（浮き）発生限界

腐食量を推定することができる劣化予測 1）２）を用いることとし,劣化予測の方法と

して，以下に示す３手法の検討を行った. 

なお，劣化予測の手法および計算については，東京大学石田研究室で実施された

ものであり，東京地下鉄（株）「地下鉄トンネル塩化物対策検討委員会 報告書」か

ら引用して紹介する． 

 

（1）DuCOM による手法 

東京大学前川教授および石田教授の研究室で研究が進められている熱力学連

成解析システム DuCOM（Durability Model of Concrete）による予測技術を適用

するための検討を進めた．構造物内部の塩化物イオン濃度分布から漏水履歴を推

定し,その結果から鋼材腐食解析を行い,塩害による劣化現象の顕在化時期を予

測する手法である.漏水中の塩化物イオン濃度,漏水の開始時期,漏水の頻度・サ

イクル等をパラメータとして解析を行った結果,ひび割れ発生時期の解析結果と

実構造物における劣化変状の程度が良く整合しているとの結果が得られている１)． 

 

（2）簡易予測手法 

DuCOM による劣化予測手法は精緻な結果が得られるものの,コンクリートの品質

（空隙率，含水率等）や現場環境（漏水に含まれる塩化物イオン量等）に関する多

くのパラメータが必要となり，解析に要する時間も多くなる． 

このため，対象となる全てのトンネル構造物に適用することは実務上難しいと考

えられたことから，以下の手順による簡易予測手法を適用して劣化予測を行った． 

① 土木学会コンクリート標準示方書に示された水セメント比から拡散係数を算出

する． 

② 表面塩化物イオン濃度を一定として解いた Fick の拡散方程式の解に代入する． 

③ 実測塩分濃度分布に回帰させて,表面塩化物イオン濃度 Co と期間ｔを逆算する． 

④ 得られた t を漏水開始からの経過年数とする． 

⑤ 漏水開始以前は拡散係数 Dc＝0 とし，漏水開始以降，水セメント比から得られ

た拡散係数と,回帰分析により求めた Co を使って塩分量の変化を予測する． 

⑥ 鉄筋腐食速度は塩分濃度を考慮した既存研究の式(Raja の提案式)，ひび割れ限

界腐食量は横関の提案式を用いる． 
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この簡易予測手法を用いて，丸ノ内線・日比谷線の２路線のトンネルを対象に試

算を行った．その結果,漏水発生時期は DuCOM による結果に比較的一致し，進展期

末の予測到達時期も図7-2-1に示すようにDuCOMによる予測結果との差が5年以内

となることが確認できた.この方法は, 表面塩化物イオン濃度を一定と仮定してい

るために,被りが小さい区間ほど,初期の塩化物イオン濃度の増加量が大きくなり，

結果として進展期末を迎えるのも早くなる．したがって，予測式としては,安全側

の閾値設定となっていると考えられる．一方，調査時点までの供用年数が短い場合

は，将来の塩化物イオン量を低く見積り過ぎる恐れがある． 

 

 

 

 

（3）濃度係数を考慮した解析手法 

簡易予測手法では，Fick の拡散方程式を表面塩化物イオン濃度が一定であると

して解いており，環境条件が一定であると仮定している．しかし，実際のトンネル

では環境は多少なりとも変化している．このため，塩化物イオンの浸透による濃度

勾配の変化を解析に反映させるために Fick の拡散方程式を表面塩化物イオン濃度

が漏水供給の蓄積により時間の平方根に比例して増加すると仮定して解いた式で

表現する手法を検討した２）． 

結果の一例を図 7-2-2 に示す.この図には簡易予測手法による劣化予測結果も併

記している．濃度係数を考慮した解析手法による劣化予測結果の方が,進展期末ま

での予測期間が長く評価された.これは鉄筋位置での塩化物イオン濃度の経時変化

が,簡易予測手法では漏水開始後から急激に塩化物イオンが浸透しているのに対し,

濃度係数を考慮した解析手法では漏水開始後,徐々に塩化物イオンが浸透している

ことによるものと考えられる. より安全側を考えれば,従来の簡易予測式を適用す

れば良いが,実環境下に近い環境条件を考慮した予測手法としては,濃度係数を考

慮した解析手法の方が適切と考えられる. 

図 7-2-1 DuCOM と簡易予測式（新手法）との劣化予測の比較 

丸ノ内線 日比谷線 
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（4）劣化予測結果と実構造物における鉄筋腐食度の整合性 

簡易予測手法および濃度係数を考慮した解析手法による劣化予測結果と，実構造

物における鉄筋の腐食度の関係を表 7-2-1に示す．なお，鉄筋の腐食度ははつり調

査を行って目視により判定したものである． 

劣化予測による進展期末までの年数と，はつりによる鉄筋腐食段階判定結果がほ

ぼ整合していることが確認できた．しかし，東西線茅場町～門前仲町間の箇所では

乖離が認められる.同箇所の劣化予測結果では,進展期末に到達するまで２年が残

されているという評価であったにもかかわらず,はつり調査の結果では鉄筋の腐食

グレードはＤ評価であり，進展期末に相当する顕著な腐食段階である．原因として，

この箇所では表 7-2-1に示したように浮きの存在が確認されていることから，浮き

が鉄筋腐食の促進に影響した可能性が考えられる．劣化予測手法はコンクリート表

面からの塩化物イオンの浸透による鉄筋腐食の発生を評価するものであり，浮き等

による塩化物イオンの浸透促進は考慮されない．本手法の運用にあたってはひび割

れや浮き等の外観変状がないことを確認したうえで評価することが必要である． 

 

 

 

 

 

 

図 7-2-2 簡易手法と温度係数考慮式による劣化予測の比較 

（東西線 茅場町～門前仲町 亀島川） 
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（5）箱型トンネルの劣化予測 

箱型トンネルの河川等と交差・近接する 49 区間について，建設時の施工法およ

び漏水中の塩化物イオン濃度を確認するとともに，すべての区間について劣化予測

の解析を実施するには時間や費用が必要であることから，代表的な 11 区間におい

て劣化予測のグラフを作成した．代表的な 11 区間以外の区間については，コア採

取等によりコンクリート中の塩化物イオン濃度分布が既知の場合にはほぼ等しい

箇所のグラフを用い（2 区間），コンクリート中の塩化物イオン濃度分布がない場

合には漏水中の塩化物イオン濃度がほぼ等しい箇所のグラフを用いた（11 区間）．

表 7-2-1 簡易手法と濃度係数を考慮した手法における劣化予測の結果 

 

 

※丸ノ内線の結果はひび割れが発生し，1 本の鉄筋が局所的に腐食していた．隣り合う鉄筋はすべて健全度Ａであった． 
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漏水に関する情報がない場合には，交差・近接する河川等の塩化物イオンがほぼ等

しい箇所のグラフを用い（9 区間），河川・濠が埋め立てられている箇所において

コンクリート中の塩化物イオン濃度分布がない場合は劣化予想なし（15 区間）と

して取り扱った．ただし，河川・濠が埋め立てられていても近くに詳細調査が行わ

れている箇所がある場合にはその値を用いた（1 区間）． 

 

（6）選定表による優先度と劣化予測との違い 

塩害対策優先区間の選定表と劣化予測による進展期末までの年数を比較した．な

お，劣化過程の定義は表 7-2-2 に示す．表 7-2-3 に示すように,優先度Ａのうち 6

区間については，劣化予測の結果からも進展期末までマイナスの数字であり劣化が

進行していることから，すでに塩害劣化が顕在化した加速期と評価させている．残

り 2区間については劣化予測を実施していないが，環境種別および損傷・補修率か

ら同様に早期の対応が必要であると考えられる． 

優先度Ｂ1 のうち損傷・補修率等から塩害対策工事を実施する 6 区間であるが，

3 区間については劣化予測から 10 年以内に進展期末に達すると評価されており，

優先度Ａに引続き塩害対策工事を行うことが必要である．しかし，残り 3 区間につ

いては進展期末まで 51 年の期間を有する評価から，優先順位は低いと考えられる．

また，優先して工事を実施する区間としては除かれていたが，進展期末まで 3 年と

いう区間（日比谷線築地駅～東銀座駅間）が１区間あった． 

このことから，トンネルにおける損傷・補修率の値および東京湾近郊の坑口付近

を用いて塩害対策工事の優先順位を付けることには課題はあるが，塩害検討区間の

中から詳細なデータが少ない中で早急に塩害補修を行う塩害対策区間を選定する

方法として，活用できると考えている．今回，塩害対策工事を実施することになっ

ているが，劣化予測から優先度が低い区間については工事前に実施する詳細調査に

よる塩害補修範囲の特定結果を基づき優先度を下げ，工事を行わないこととしてい

る．また，今回塩害対策工事に選定されなかったが，劣化予測から優先度の高い区

間については定期検査等から劣化状態を確認し，必要であればトンネル漏水の塩化

物イオン濃度調査や塩害補修範囲の特定を行い，優先順位を上げて塩害対策工事を

行うこととする． 

 

劣化過程 定義 期間を決定する主要因 

潜伏期 鋼材の腐食が開始するまでの期間 
塩化物イオンの拡散， 

初期含有塩化物イオン濃度 

進展期 
鋼材の腐食開始から 

腐食ひび割れ発生までの期間 
鋼材の腐食速度 

加速期 
腐食ひび割れ発生により 

腐食速度が増大する期間 
ひび割れを有する場合の 

鋼材の腐食速度 
劣化期 腐食量の増加により耐力の低下が顕著な期間 

表 7-2-2 劣化過程の定義３) 



95 

 

 

 

銀座線 新橋 駅 ～ 銀座 駅 堀 140 Ⅴ 開削 Ｃ なし

銀座線 銀座 駅 ～ 京橋 駅 京橋川 140 Ⅴ 開削 Ｃ なし

銀座線 日本橋 駅 ～ 三越前 駅 日本橋川 160 Ⅰ 開削 B１ 28 丸１

銀座線 三越前 駅 ～ 神田 駅 竜開川 140 Ⅴ 開削 B１ 51 有５

銀座線 神田 駅 ～ 末広町 駅 神田川 150 Ⅰ 開削 B 53 有２

銀座線 上野広小路 駅 ～ 上野 駅 忍川 140 Ⅴ 開削 B なし

銀座線 稲荷町 駅 ～ 田原町 駅 新堀 140 Ⅴ 開削 B１★ 51 有５ 優先度は低い

銀座線 田原町 駅 ～ 浅草 駅 隅田川 670 Ⅰ 開削 B１ 28 丸１

丸ノ内線 淡路町 駅 ～ 大手町 駅 日本橋川 150 Ⅰ 開削 B１ 28 ●丸１

丸ノ内線 大手町 駅 ～ 東京 駅 道三堀 140 Ⅴ 開削 Ｃ なし

丸ノ内線 東京 駅 ～ 銀座 駅 堀 260 Ⅴ 開削 Ｃ なし

丸ノ内線 銀座 駅 ～ 霞ヶ関 駅 堀 180 Ⅴ 開削 Ｃ なし

丸ノ内線 赤坂見附 駅 ～ 四ツ谷 駅 弁慶濠 420 Ⅳ 開削 C 164 ●丸５

丸ノ内線 西新宿 駅 ～ 中野坂上 駅 神田川 130 Ⅲ 開削 C 109 東１

丸ノ内線 中野坂上 駅 ～ 中野新橋 駅 神田川 130 Ⅲ 開削 C 109 東１

丸ノ内線 中野富士見町 駅 ～ 方南町 駅 神田川 140 Ⅲ 開削 C 109 東１

日比谷線 上野 駅 ～ 仲御徒町 駅 小さい川 140 Ⅴ 開削 B１★ 3 ●日１ 問題なし

日比谷線 秋葉原 駅 ～ 小伝馬町 駅 神田川 150 Ⅰ 開・ト B２ 28 ●日２ 問題なし

日比谷線 秋葉原 駅 ～ 小伝馬町 駅 神田堀 140 Ⅴ 開削 Ｃ なし

日比谷線 人形町 駅 ～ 茅場町 駅 日本橋川 170 Ⅰ 潜函 Ａ -13 ◎東７ 問題なし

日比谷線 八丁堀 駅 ～ 築地 駅 築地川 196 Ⅴ 潜函 Ａ なし

日比谷線 八丁堀 駅 ～ 築地 駅 築地川 244 Ⅴ 開削 B１ 51 有５

日比谷線 築地 駅 ～ 東銀座 駅 築地川 140 Ⅴ 開削 B１ 3 日１ 優先度は高い

日比谷線 東銀座 駅 駅 三十三間堀 140 Ⅴ 開削 Ｃ なし

日比谷線 広尾 駅 ～ 恵比寿 駅 渋谷川 130 Ⅲ 開削 C 452 ●日９

東西線 落合 駅 ～ 高田馬場 駅 神田川 130 Ⅲ 開削 C 109 ●東１

東西線 九段下 駅 ～ 竹橋 駅 清水濠 440 Ⅳ 潜函 Ｂ２ なし

東西線 竹橋 駅 ～ 大手町 駅 大手濠 680 Ⅳ 潜函 Ｂ２ なし

東西線 大手町 駅 ～ 日本橋 駅 道三堀 760 Ⅴ 開削 Ｃ なし

東西線 日本橋 駅 ～ 茅場町 駅 楓川 140 Ⅴ 開・ト Ａ なし

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 亀島川 160 Ⅰ 開・イ・ト Ａ -6 ◎千１ 問題なし

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 隅田川 320 Ⅰ 潜函 Ａ -13 ●東７ 問題なし

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 大島川 140 Ⅰ 潜函 Ａ -13 東７ 問題なし

東西線 茅場町 駅 ～ 門前仲町 駅 濱辺運河 140 Ⅴ 開削 B１★ 51 有５ 優先度は低い

東西線 門前仲町 駅 ～ 坑口 駅 埋立地 2127 Ⅱ 開削 B１★ 0 有６ 問題なし

千代田線 新御茶ノ水 駅 ～ 大手町 駅 日本橋川 180 Ⅰ 開・ト(凍) Ａ -6 ●千１ 問題なし

千代田線 大手町 駅 ～ 二重橋前 駅 和田倉濠・馬場先濠 660 Ⅳ 開削 C 164 丸５

有楽町線 護国寺 駅 ～ 江戸川橋 駅 神田川 160 Ⅰ 潜函 B２ 28 日３

有楽町線 江戸川橋 駅 ～ 飯田橋 駅 神田川 1100 Ⅰ 開削 Ｃ 53 ●有２

有楽町線 飯田橋 駅 ～ 市ヶ谷 駅 外濠 1140 Ⅳ 開削 C 164 丸５

有楽町線 銀座一丁目 駅 ～ 新富町 駅 三十三間堀 140 Ⅴ 開削 B なし

有楽町線 新富町 駅 駅 築地川 540 Ⅴ 開削 B１★ 51 ●有５ 優先度は低い

有楽町線 新富町 駅 ～ 坑口 駅 埋立地 1330 Ⅱ 開削 B１★ 0 ●有６ 問題なし

半蔵門線 渋谷 駅 ～ 駅 渋谷川 140 Ⅴ 開削 B なし

半蔵門線 九段下 駅 ～ 神保町 駅 日本橋川 140 Ⅰ 開・ト Ａ 0 東７ 問題なし

半蔵門線 水天宮前 駅 ～ 清澄白河 駅 隅田川支流 230 Ⅴ 開削 B１ 51 有５

半蔵門線 住吉 駅 駅 小川 140 Ⅴ 開削 B１ 51 有５

半蔵門線 押上 駅 駅 北十間川 140 Ⅰ 開削 B１ 28 丸１

南北線 四ツ谷 駅 ～ 飯田橋 駅 外濠 362 Ⅳ 開削 C 164 ◎丸５

劣化予
測結果

劣化予測
使用区間

備考
選定表
優先度

影響範
囲

環境
種別

建設
工法

路線名 駅間 河川名称

 

 

 

表 7-2-3 選定表による優先度と劣化予測結果の比較表（49 区間） 

・建設工法：開削工法，潜函工法，イコス工法，トレンチ工法，凍結工法 

・劣化予想結果：進展期末までの年数 

★：優先度Ｂ1 の優先区間（6 区間）  ●：劣化予想実施個所（11 区間） 
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塩害対策優先区間の選定表に基づき実施する塩害対策工事の補修は，塩害劣化の

発生している箇所の対応ばかりでなく，今後進展期末に達するであろう区間につい

ても予防保全の観点から施工の順位を付けて対応することを意味している．したが

って，今回の確認において評価していない劣化予測なしの区間ばかりでなく，塩害

対策工事を実施しない優先度Ｂ1 で除かれた区間，優先度Ｂ2，Ｃの区間について

も，今後実施する定期検査の結果等に応じて，適宜，計画を見直し，必要であれば

劣化予測を行い進展期末の到達年数までに塩害対策を行うこととしなければなら

ない． 

今回実施する塩害対策工事のうち優先度Ａの区間が完了した時点で，定期検査の

結果および費用面等を基に塩害補修計画の見直しを行い、その時に実情に合ったも

のにしていくことが肝要である． 

 

7.3 まとめ 

東京メトロの箱型トンネルが河川等と交差・近接する 49 箇所について，これま

での定量的な調査・分析から，塩害対策工事の優先順位を付ける目安となる選定表

を作成した．防水工の有無と漏水の多さから潜函工法・イコス工法等の特殊工法に

よるトンネルと開削工法によるトンネルに区分し，さらに漏水中の塩化物イオン濃

度により高濃度と低濃度に区分した．この選定表により，優先度Ａの区間は塩害対

策工事をすでに実施し，優先度Ｂ1 のうち優先順位の高い区間も施工中であり，塩

害対策工事によるトンネル保守費への費用対効果を試算し，予算上の削減効果への

可能性を示すことができた． 

また，劣化予測による進展期末までの年数と比較することにより，今回の塩害対

策優先区間の選定方法は劣化予測結果との整合性を確認でき、工事の優先区間を決

定する目安としては活用できることがわかった． 
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第８章  塩害対策システムの構築 

8.1 検討概要 

東京メトロの箱型トンネルにおいて,感潮域河川下等で発生している塩害対策に

関する調査・研究を進めてきた．東京メトロは塩害対策優先区間の選定表に基づき

優先順位を付けた塩害対策区間について塩害対策工事を行うこととし，実施する区

間の中で個別の変状に合わせた補修範囲と補修工法を決定している.東京メトロ以

外の地下鉄事業者においても通常の定期検査等において，塩害対策として変状箇所

の補修範囲および補修方法を決定する必要が生じることが想定される． 

そのために地下鉄トンネルにおいて，塩害の発生状況に応じた補修範囲と補修方

法を常に確認できる仕組みを構築しておくことが重要である．これまでの研究によ

る知見を基に東京メトロにおける塩害対策区間と補修範囲・方法の選定方法と同様

な考え方を用いることで,一般の地下鉄事業者が日常の補修においても塩害補修範

囲とその状態に応じた補修方法を決定できる簡易的な「地下鉄トンネルの塩害対策

システム」の総合フローを構築した． 

 

8.2 地下鉄トンネルの塩害対策に関する総合フロー 

地下鉄箱型トンネルにおいて塩害対策を実施するためのシステムとして，塩害対

策区間の特定および塩害補修範囲の特定という 2 段階からなる総合フローを作成

した． 

 

（1） 塩害対策範囲の特定（図 8-2-1） 

塩害対策区間の特定では箱型トンネルにおいて河川等と交差・近接する区間を抽

出し，その前後 50ｍを加えた区間を塩害検討区間とする.その区間における漏水中

の塩化物イオン濃度を測定し，5,000 ㎎/L 以上の高濃度であれば塩害が発生する確

率が高いことから塩害対策区間とする． 

なお，漏水中の塩化物イオン濃度を測定できない場合は，調査されている河川等

の塩化物イオン濃度結果を目安として用いることも可能であり,東京湾沿岸におい

ては河口から上流 8 ㎞地点までとすることも一つの方法である。しかし,第３章の

図3-2-9に示すように河口から上流8㎞地点では塩化物イオン濃度がゼロに近い値

であり，高濃度とする 5,000 ㎎/L より極めて低いことから，さらに塩害対策区間

を絞り込む場合には漏水中の塩化物イオン濃度調査等を行い，塩害対策範囲を決定

することが望ましい． 

（2）塩害補修範囲の特定（図 8-1-2） 

塩害対策区間においてトンネル内の変状ごとに塩害補修範囲を特定する必要が

ある．塩害対策区間内において，漏水または漏水跡がある場合は第５章で考案した
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酸銀溶液噴霧法によって白色に変化するかを判定する.白色に変化すれば塩分が存

在し,塩害による劣化に進行する可能性が高い.白色部分について打音検査を行い,

濁音が認められれば浮き・ひび割れ等の劣化が発生していることから，劣化部分の

撤去と漏水の発生状況に応じた止水工を実施し，塩害の補修方法として犠牲陽極材

の設置と断面修復工，表面含浸工を実施する．濁音がなくコンクリートの浮き・ひ

び割れ等の劣化が認められない場合は漏水発生状況に応じた止水工を実施し，これ

以上の塩化物イオンの浸透を抑制するために表面含浸工を実施することにより，適

切な塩害対策の補修が行われたこととなる． 

また，図 8-2-2に示すように，塩害対策の施工完了時には塩害対策の施工状況に

ついて詳細な記録を残して定期検査に加えるとともに，その後の定期検査時には塩

害対策を行った補修箇所の状態を目視点検し，劣化等が進行していないかを確認す

る．特に塩害対策の補修時に止水工を行っても，経年により再び漏水が発生する場

合がある．再漏水によってコンクリート中にさらに塩分が浸透し，塩害対策の効果

が失われることが予測されるので塩害対策を実施した後の検査による確認は非常

に重要である． 

東京メトロのように予防保全の観点から塩害対策区間を設定して塩害対策工事

を行い，塩害対策区間で発生している漏水および漏水跡ごとに硝酸銀溶液噴霧法に

よって，塩害補修範囲と補修方法を決定することもできる．しかし，特別に塩害対

策工事を実施していなくても，定期的に実施している 2 年に 1 回の通常全般検査，

20 年に 1 回の特別全般検査１）において，塩害対策区間と考えられる箇所で漏水お

よび漏水跡が確認された場合は，硝酸銀溶液噴霧法による塩害補修範囲の判定を行

い，塩害補修範囲の特定の総合フローを用いて塩害対策を実施することも可能であ

る． 

 

 
図 8-2-1 地下鉄トンネルの塩害対策システムの総合フロー（塩害対策区間の特定） 
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8.3 まとめ 

一般の鉄道事業者において地下鉄トンネルの塩害対策を実施するにあたり，塩害

による影響が考えられる塩害検討区間の把握,トンネル漏水の塩化物イオン濃度に

よる塩害対策区間の特定，漏水および漏水跡箇所での硝酸銀溶液の噴霧による塩分

の有無の確認，そして打音検査によるコンクリートの劣化状況の確認を手順に従っ

て進めることを示した「塩害対策システムの総合フロー」を用いることで，詳細な

調査・検討を実施せずに塩害対策の効率的な補修が可能となった． 

 

 

 

 

 

 

 

【第８章 参考文献】 

１） 国土交通省，鉄道総研：鉄道構造物等維持管理標準・同解説（構造物編） 

トンネル，国土交通省鉄道局監修，鉄道総合技術研究所，P11，2007.1. 

図 8-2-2 地下鉄トンネルの塩害対策システムの総合フロー（塩害補修範囲の特定） 
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第９章  結論および今後の課題 

9.1 本研究の結論 

地下鉄の箱型トンネルにおいて塩害は最も懸念されている劣化現象のひとつで

ある.地下鉄トンネルの塩害による劣化過程を解明し,具体的な補修方法および補

修計画が確立できたこと，および一般的な地下鉄事業者が日常の補修において用い

ることができる「地下鉄トンネルの塩害対策システム」を構築したことは意義のあ

る成果である． 

なお，鉄道トンネルにおける列車の安全・安定運行の確保ということから考えれ

ば，これらの塩害対策だけではなく，これまで長年に渡り実施してきた通常の検査

および補修,そしてトンネル内の清掃，排水や通気性の改善等の維持管理をこれか

らも着実に実施していくことが重要である． 

 

次に，本研究において得られた結果および知見をまとめる． 

 

第１章では，東京メトロにおける地下鉄トンネルの現状および劣化状況から，限

られた区間で塩害の被害が発生していること，その塩害の補修箇所において再劣化

が発生しており，予防保全として塩害に対する抜本的な対策が求められていること

を述べた． 

また，東京メトロ営業線のトンネルの構造について，建設工法，使用コンクリー

トの配合等を示すとともに，コンクリート強度上は問題がないことを確認した．定

期的に実施されている検査結果から，感潮域河川下と交差・近接する箱型トンネル

の区間は塩害による鉄筋腐食が多いことが判明し，その一例と代表的な漏水の発生

部位とその塩害の劣化状況を示した． 

 

第２章では，トンネルの変状として，山岳トンネルと都市トンネルの事例から一

般的な原因と対策を示し，トンネル覆工の劣化についての研究内容を酸，中性化，

その他に分類して紹介した． 

塩害について地上構造物に対しては調査，研究が進んでいるが，トンネルに対し

ては調査，研究事例が少なく，海外の事例として香港の地下鉄海底トンネル等 3事

例を，日本の事例として関門鉄道トンネル等 10 事例を紹介した．このように地下

鉄トンネルについては個別の報告はあるが，総合的かつ体系的に塩害の検討がなさ

れた研究がほとんどなされていない現状について述べた． 

 

第３章では，地下鉄トンネルにおいて塩害による影響範囲を調査するため，建設

年次が古く，変状の多い箱型トンネルが感潮域河川下等と交差・近接する 49 箇所
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を抽出した．そのうち，漏水の多い 21 箇所について漏水に含まれる塩化物イオン

濃度の測定を行い，感潮域河川下および東京湾近郊に敷設されているトンネルの漏

水は塩化物イオン濃度が高いことが判明し，49区間を５つの環境種別に分類した．

また，塩化物イオン濃度の測定結果および浸透流解析によるシミュレーションから

漏水は河川境界より 50m を超えると塩化物イオン濃度の影響は極めて低い傾向で

あることを確認した．これら 49 区間について，河川境界より 50m を含んで塩害検

討範囲とした． 

 

第４章では，塩分浸透のメカニズムの調査として，コンクリート中の塩化物イオ

ン濃度の分布を測定するとともに，建設工法による防水工の有無からトンネル躯体

のコンクリート内部への塩化物イオンの浸透経路を調査した． 

その結果，地下鉄トンネルにおける塩分供給経路は，トンネル内の漏水に含まれ

ている塩化物イオンがトンネル内面側からコンクリート内部に浸透していること

が判明した．また，地下水に含まれている塩化物イオンは，トンネル地山側からコ

ンクリート内部にはほとんど浸透していないこと，浸透しても内面側よりも腐食の

進行が遅いことから，トンネル内面側の漏水箇所に対して塩害対策を実施すること

を示した． 

 

第５章では，塩害影響範囲の判定方法として，塩化物イオンを含んだ漏水による

トンネル内面側の面的な影響範囲は，基本的には漏水部分，漏水跡およびそこから

約 300mm の範囲であることを確認した．さらに，塩害対策の補修を効果的に実施す

るため，漏水および漏水跡付近における塩化物イオンの面的な塩害影響範囲の境界

を特定する簡易手法として，短時間で判定できる硝酸銀溶液噴霧法を考案した． 

硝酸銀溶液の噴霧による発色の閾値を確認するため，漏水跡，補修跡およびその

近傍において塩化物イオン濃度と発色の関係を確認する試験を実施した．発色の閾

値は全塩化物イオン濃度 0.6kg/m3であり，既往の研究と比較しても安全側に反応す

ることを示し，この方法を用いて塩害補修範囲を決定することを述べた． 

 

第６章では，地下鉄トンネルに適した塩害補修方法の検討として，地下鉄トンネ

ル特有である夜間作業時間（施工時間 1 時間 30 分程度）や建築限界，電気設備へ

の影響という施工上の制約がある中で，塩害補修方法の基本方針を定めた． 

そして，断面修復工法，電気防食工法および表面含浸工法の効果を確認するとと

もに，これらの組合せについても検討を行った． 

次に記述した内容を要約する． 

① 電気防食工法では電気設備への影響を考慮して流電陽極方式とし，トンネル内

の建築限界による制約条件から埋設型の犠牲陽極材を用いることとした．分極抵

抗から求めた腐食電流密度の測定結果等から，この方法は鉄筋腐食の進行抑制に

有効であることを確認した． 
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② 塩化物イオンの浸透を抑制する工法として遮塩性と水蒸気透過性のある表面含

浸工法について，液状とクリーム状の効果確認の試験を行った．含浸材のコンク

リート母体への浸透が深く，塩化物イオンの浸透が浅い液状の表面含浸工法の方

がより効果が期待できることを確認した． 

③  3 種類の犠牲陽極材と 2 種類の断面修復材，さらに塩分吸着型防錆材の組合せ

について 8 パターンの供試体を製作し，鉄筋防食の効果について曝露状況の試験

を実施した．その結果，地下鉄トンネルにおける塩害対策の補修には犠牲陽極材，

超速硬型低電気抵抗性ポリマーセメントモルタルおよび液状表面含浸材の組み

合わせが適していることを確認した． 

④  犠牲陽極材を用いた鉄筋腐食の進行に関する効果持続期間を調査するため，犠

牲陽極材から発生した積算電流値を用いた理論的な亜鉛の質量減少量と解体試

験から実測した亜鉛の質量減少量等から，犠牲陽極材の効果持続時間は 10 年程

度であることを確認した． 

 

第７章では，東京メトロの箱型トンネルが河川等と交差・近接する 49 箇所につ

いて，これまでの定量的な調査・分析から，塩害対策工事の優先順位を付ける選定

表を作成した．防水工の有無と漏水の多さから開削工法によるトンネルと潜函工

法・イコス工法によるトンネルに区分し，さらに漏水中の塩化物イオン濃度により

高濃度と低濃度に区分した． 

塩害対策優先区間の選定表により，優先度Ａの 6区間は塩害対策工事をすでに完

成し，優先度Ａの残り 2 区間およびＢ1の 6 区間は施工中である．優先度Ａの 6 区

間における施工実績から，塩害対策補修による施工単価の比較や塩害対策工事によ

るトンネル保守費への費用対効果を試算したことを述べた． 

 

第８章では，一般的な鉄道事業者が地下鉄トンネルの塩害対策に用いることがで

きる維持管理システムとして，簡易的に塩害対策工事を実施する塩害対策区間を特

定するフロー，塩害補修範囲と劣化状態に応じた補修方法を特定するフローを合わ

せた地下鉄トンネルにおける「塩害対策システムの総合フロー」を作成し，提案し

た． 

 

以上のことを結論としてまとめる． 

予防保全の観点から，鉄筋腐食の原因である塩害に対して対策工事を実施してい

くために以下のことを行った． 

○塩害検討区間の特定 

・感潮域河川および東京湾近郊のトンネル漏水は塩化物イオン濃度が高い． 

・箱型トンネルの河川等と交差・近接する区間（河川境界より 50m を含む）を塩

害検討区間とする． 

○トンネル内面側の対策実施 
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・地下鉄トンネルは，トンネル内の漏水に含まれている塩化物イオンがトンネル

内面側からコンクリート内部に浸透し，鉄筋の腐食を起こす． 

・トンネル内面側の漏水（漏水跡）部について塩害対策を実施する． 

○塩害補修範囲および補修方法の特定 

・塩害補修範囲の面的な境界を短時間で判定できる簡易手法として硝酸銀溶液噴

霧法を考案し，漏水部分，漏水跡およびそれから約 300mm 内の範囲に噴霧するこ

とで塩害補修範囲を特定する． 

・地下鉄トンネル特有の制約がある中で，塩害補修方法として犠牲陽極材,超速硬

型低電気抵抗性ポリマーセメントモルタルおよび液状の表面含浸材が最適な組

み合わせである. 

○塩害対策工事の実施 

・塩害対策優先区間の選定表を作成し，優先順位を付けて施工を実施する塩害対

策区間を決定した． 

・塩害対策工事として，優先度Ａの 8区間（1,446m）とＢ１の優先順位の高い 6

区間（4,417m）を実施する． 

○「地下鉄トンネルの塩害対策システム」の構築 

・地下鉄事業者が地下鉄トンネルの塩害対策として，日常補修で使用できる塩害

対策システムの総合フローを構築し，提案した． 

 

9.2 今後の課題 

 塩害対策工事が完成した後でも，定期的な検査（通常全般検査，特別全般検査）

を活用し，塩害劣化が発生すると考えられる塩害対策区間については補修箇所の再

劣化の有無，未補修箇所の塩害等劣化状況を監視できる体制を整えなければならな

い．それらを踏まえて，今回の研究からさらに実施していかなければならない課題

については，以下のものが挙げられる． 

 

(1) 漏水補修における方法・材料の検討 

漏水補修としての止水工は，従来から実施している施工方法である程度の効

果を得られているが，一部の補修箇所では漏水が止まらず再補修を行っている事

例もある．より効果的で施工性に優れた漏水補修の方法および材料について検討

を進めていくことが必要である． 

 

(2) 犠牲陽極材の交換時期・取替方法・開発 

今回の試験の結果から，塩害対策の補修方法で適用する犠牲陽極材について

は効果発現期間が 10 年程度である結果が得られている．しかし，交換時期の目

安となる基準は定まっておらず，他機関の報告等を見ても犠牲陽極材を交換した

事例は見当たらない．引き続き定期的に犠牲陽極材の設置個所における効果確認
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のためのモニタリングを行い，その結果から交換時期の再評価する必要がある． 

また，埋設型の犠牲陽極材は効果が減少すれば，再度コンクリートをはつり犠

牲陽極材を取り出して交換することになるが，交換に伴うはつり作業は作業手間

ばかりでなく既設コンクリート部材への影響も大きくリスクを伴う．したがって，

取替えの簡便化が期待できる取替型犠牲陽極工法（表面部埋込型）の開発につい

ても検討していく必要がある． 

さらに，犠牲陽極材の防食効果は亜鉛量ばかりでなく，亜鉛を刺激し活性化さ

せるバックフィル材の成分によるとの見解もある．地下鉄トンネルの塩害補修に

適した犠牲陽極材について，今後も製品の開発状況に注視して効果を確認してい

くことが必要である． 

 

(3) 表面含浸材の持続性 

塩害対策の補修で適用する表面含浸材の効果については，試験の結果から撥水

性および塩化物イオンの浸透阻止性に優れていることが確認されている．しかし，

その効果の持続性に関しては，実績も含めて明確になっていない．外部からの劣

化促進因子の侵入を阻止することは維持管理の観点から極めて重要な課題であ

る．経年による塩化物イオン濃度の浸透深さ等のモニタリング調査を行い，効果

の持続性を的確に把握し，定期的に塗り直していくようにするなどの対応を行っ

ていく必要がある． 

 

(4) シールドトンネルにおける塩害対策方針の決定 

シールドトンネルにおいては，箱型トンネルに比較して建設後の経過年数が浅

いこと，プレキャスト製品のためにコンクリートが緻密であることなどから，定

期的な検査結果からも一部区間を除いて塩害の損傷が軽微である．したがって，

今回の検討ではシールドトンネルを含む東京メトロの全路線における具体的な

塩害対策計画は策定していない． 

今後，営業線全線について調査な調査を行い，シールドトンネルの劣化状況や

将来の劣化予測等を基に具体的な塩害対策計画を策定し，劣化の進行が予測され

る箇所には塩害補修工事を実施していく必要がある． 

（以上） 
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また，本論文のとりまとめに当たっては，東京地下鉄㈱ 鉄道本部 工務部 河畑

充弘様，村上哲哉様，大槻あや様，新田裕樹様，㈱メトロレールファシリティーズ 

安達光成様，大泉政彦様，㈱CORE 技術研究所 小椋様紀彦様を始め，各社の塩害対

策に関係する皆様には多大なるご支援とご協力をいただきましたことをここに記

し，改めて謝意を表します． 

そして，㈱メトロレールファシリティーズ前社長 矢萩秀一様には，貴重なご意

見をいただくとともに，多大なるご協力とご理解を賜わり，最後まで暖かく見守っ

て下さいましたことに心より御礼申し上げます． 

以上の方々を始め，データ提供など本研究のフィールドを与えてくれた㈱東京地

下鉄と多くのご指導，ご助言，ご協力をいただきました関係各位に深甚なる謝意を

申し上げます． 

本研究で得られた成果が，地下鉄トンネルの塩害対策を含めた保守技術の進展に

微力でも役立てられれば，これに勝る喜びはありません． 

最後に，本論文の上梓まで何も言わず時間を与えてくれた家族に対し，感謝の言

葉を贈ります。本当にありがとうございました． 

2018 年 9 月 武藤 義彦 


